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(1）最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 第38期、第39期、第40期及び第41期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    ２ 第37期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第38期、第39期、第40期及び第41期の自己資本利益率及び株価収益率は、当期純損失を計上したため記載し

ておりません。 

４ 第38期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

５ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円)  26,770  25,927  28,206  35,110  31,249

経常利益又は経常損失(△) (百万円)  190  84  △355  △689  △1,136

当期純利益又は当期純損失

（△） 
(百万円)  159  △676  △686  △2,339  △1,714

純資産額 (百万円)  5,758  5,935  5,363  3,590  1,898

総資産額 (百万円)  20,611  21,041  25,505  25,359  17,711

１株当たり純資産額 (円)  355.59  324.81  242.36  143.55  75.91

１株当たり当期純利益又は

当期純損失（△） 
(円)  9.85  △37.70  △34.00  △99.28  △68.56

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
(円)  ―  ―  ―  ―  ―

自己資本比率 (％)  27.9  28.2  21.0  14.2  10.7

自己資本利益率 (％)  2.8  ―  ―  ―  ―

株価収益率 (倍)  52.8  ―  ―  ―  ―

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  2,531  △465  482  △127  2,513

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  475  △811  262  △103  △176

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  △4,999  997  △525  △1,336  △3,633

現金及び現金同等物の期末

残高 
(百万円)  3,338  3,059  4,367  3,981  2,685

従業員数 (名)  467  499  696  742  725
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(2）提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 第39期、第40期及び第41期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため、自己資本利益率及び株価収益率は、当期純損失を計上したため記載してお

りません。また、配当性向は、無配のため記載しておりません。 

２ 第37期及び第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため、配当性向は、無

配のため記載しておりません。 

３ 第38期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

４ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円)  23,344  21,681  23,788  29,739  25,562

経常利益又は経常損失(△) (百万円)  48  94  △494  △769  △1,301

当期純利益又は当期純損失

（△） 
(百万円)  96  0  △1,044  △2,378  △1,797

資本金 (百万円)  3,761  4,178  4,178  4,178  4,178

発行済株式総数 (株)  16,548,196  18,277,196  22,135,532  25,015,532  25,015,532

純資産額 (百万円)  5,392  6,260  5,314  3,500  1,726

総資産額 (百万円)  16,061  19,669  23,953  23,565  16,254

１株当たり純資産額 (円)  332.99  342.59  240.13  139.97  69.03

１株当たり配当額 

（うち１株当たり 

中間配当額） 

(円) 
 

 

―

(―)

 

 

―

(―)

 

 

―

(―)

 

 

―

(―)

 

 

―

(―)

１株当たり当期純利益又は

当期純損失（△） 
(円)  5.99  0.05  △51.69  △100.93  △71.88

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
(円)  ―  ―  ―  ―  ―

自己資本比率 (％)  33.6  31.8  22.2  14.9  10.6

自己資本利益率 (％)  1.8  0.0  ―  ―  ―

株価収益率 (倍)  86.8  5,720.0  ―  ―  ―

配当性向 (％)  ―  ―  ―  ―  ―

従業員数 (名)  368  389  532  582  558
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２【沿革】

昭和44年11月 仙台ミサワホーム㈱設立（資本金1,000万円）。 

建設業の登録。 

昭和48年８月 ㈱岩手中央ミサワホームの株式を取得し、岩手県に進出。 

昭和53年１月 不動産情報センターを設置し、不動産仲介業務を開始。 

昭和54年６月 仙台中央ホーム建設工業㈱（現連結子会社ミサワホームイング東北㈱）を設立。 

昭和59年９月 ミサワセラミックホームの販売、設計、施工を開始。 

昭和60年４月 エム・アール・ディー仙台㈱（現連結子会社）を設立。 

昭和63年３月 商号を東北ミサワホーム㈱に変更。 

昭和63年４月 ㈱ミサワホーム盛岡と合併。 

平成３年11月 社団法人日本証券業協会に当社株式を店頭登録。 

平成５年４月 ㈱ミサワホーム山形と合併。 

平成５年12月 第１回スイスフラン建転換社債（40,000,000SFR）を発行。 

平成７年２月 第１回無担保転換社債（40億円）を発行。 

平成９年９月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成10年４月 仙台市青葉区に本社所在地を移転。 

平成11年４月 ミサワホームイング東北㈱にて、ホームイング事業開始。 

平成12年９月 東京証券取引所市場第一部に指定。 

平成13年３月 ミサワホームサービス東北㈱を設立。 

平成16年12月 ㈱産業再生機構より支援決定。 

平成17年10月 ミサワホーム信越㈱より山形県庄内地区の営業を譲受け、山形支店に統合。 

平成18年３月 

平成18年５月 

㈱産業再生機構による支援終了。 

ミサワホームホールディングス㈱（現 ミサワホーム㈱）を割当先とする第三者割当増資等を

実施、同社の子会社となる。  

平成19年10月 ミサワホーム北日本㈱と合併。   

平成20年10月 ㈱ミサワホーム福島と合併。これにより、東北６県が事業領域となる。 

平成21年12月  仙台市宮城野区に本社所在地を移転。 
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  当社グループ(当社及び当社の関係会社）は、当社、当社の連結子会社であるミサワホームイング東北㈱、エム・ア

ール・ディー仙台㈱、並びに当社の議決権の61.8％（直接所有52.0％、間接所有9.8％）を所有する親会社であるミサ

ワホーム㈱により構成され、個人住宅等の建築請負、分譲住宅の販売及び増築・リフォーム工事の請負並びに不動産の

仲介を中心に、これらに付随して発生する関連事業を含めた住宅事業全般を展開しております。 

 当社グループが営んでいる主な事業内容と、当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

  

３【事業の内容】

セグメント 事   業   内   容 

 戸  建  事  業 

 当社が一般顧客から個人住宅の建築を請負い、ミサワホーム㈱より主要な住宅部材を仕入

れて施工監理を行い、指定工事店で住宅を施工する個販事業、当社及びエム・アール・ディ

ー仙台㈱が民間デベロッパー等より土地を購入し、同様に住宅を施工し、土地付住宅として

販売する分譲事業並びに分譲宅地の販売を行っております。 

 リ フ ォ ー ム 事 業 
 ミサワホームイング東北㈱が一般顧客から増築又は屋根や外壁、水廻りなどのリフォーム

工事を請負い、指定工事店で工事を施工しております。 

 不 動 産 派 生 事 業 
 建築確認申請業務、不動産仲介及び中古不動産売買並びに賃貸住宅の管理業務等の不動産

事業に派生的に生じる事業を行っております。 

 保 険 代 理 店 事 業  火災保険等、損害保険販売を行っております。 

 そ の 他 事 業 

 戸建事業に付随して発生する関連事業のほか、ミサワホームの住宅部材を使用しない特殊

建築物の建築請負等があります。関連事業とは主に固定資産のリース、金融事業及び住宅設

備・家具等の販売を行っております。 
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 また、事業の系統図は次のとおりであります。 
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（注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

   ２ 「所有割合」の（ ）は、間接所有割合を内数で表示しております。 

    ３ 親会社であるミサワホーム㈱の状況については、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 （１）連結財務

諸表 注記事項（関連当事者との取引）」に記載しているため、記載を省略しております。なお、同社は、

有価証券報告書を提出しております。 

    ４ ミサワホームイング東北㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。 

      主要な損益情報等   （１）売上高    5,302百万円 

                 （２）経常利益     131百万円 

                 （３）当期純利益    71百万円 

                 （４）純資産額    775百万円 

                 （５）総資産額   1,939百万円 

４【関係会社の状況】

    

名称 住所 資本金
（百万円） 

主要な事業の
内容 

議決権の所有
[被所有]割合
(％） 

関係内容

（連結子会社）           

ミサワホームイング東北㈱ 仙台市宮城野区 111 リフォーム事業  100.0

当社が販売する工業化住宅の施工

及び増築・リフォーム工事の請負

を行っております。 

役員の兼任等………有 

エム・アール・ディー仙台㈱ 仙台市宮城野区 90

戸建事業 

不動産派生事業 

その他事業 

 100.0

(23.1)

分譲住宅及び土地の販売、当社へ

の事務機器・展示場等のリース並

びに不動産仲介等を行っておりま

す。 

役員の兼任等………有 

（親会社）       

ミサワホーム㈱ － － － ー ー 
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(1）連結会社の状況 

 （注）  従業員数は、就業人員数であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

５【従業員の状況】

  平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

戸建事業  542

リフォーム事業  145

不動産派生事業  3

保険代理店事業  2

その他事業  3

全社（共通）  30

合計  725

  平成22年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

 558  37.6  12.2  4,571,232
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(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、一昨年のリーマンショックに端を発する最悪の景気後退局面は脱し、個人

消費には若干明るい兆しが見られるものの企業の設備投資意欲は低いままで、依然として厳しい状況が続いておりま

す。当社グループの市場である東北地方についても、平成21年４月～平成22年３月の住宅着工戸数が前年同期比

22.5％減の39千戸となるなど住宅需要は大幅な減少傾向にあります。 

 このような状況の中で当社は、戸建事業においては新商品「SMART STYLE C」、業界初の「ゼロCO2」の認証を取得

した「SMART STYLE ZERO」の発売、“エコ”と“デザイン”をテーマにした「ウチ・コレ発表会」の開催を、リフォ

ーム事業においては「ミサワホームでここちECO」「住まいるリフォームキャンペーン」等の営業拡大施策を実施す

る一方、不採算営業拠点の撤退、減損処理も含めた大幅な固定費削減、管理部門の本部集中化等のコスト削減を行っ

てまいりました。しかしながら当社グループの主力である戸建事業における市場縮小の影響は非常に大きく、当連結

会計年度の売上高は312億49百万円（前連結会計年度比11.0％減）、営業損失は９億35百万円（前連結会計年度は４

億42百万円の損失）、経常損失は11億36百万円（前連結会計年度は６億89百万円の損失）、当期純損失は17億14百万

円（前連結会計年度は23億39百万円の損失）となりました。 

 

 当連結会計年度の事業のセグメント別の業績は次の通りであります。 

 

①戸建事業 

 当連結会計年度の戸建事業は、注文住宅が市場低迷の影響を大きく受けたことから、また分譲住宅は「中倉一丁

目」(仙台市若林区)、「M'sガーデン南中山」(仙台市泉区)などを中心に販売しましたが、こちらも市場低迷の影

響は大きく、売上高は254億25百万円(前連結会計年度比14.3％減)となり、さらにたな卸資産の評価損の発生等に

より、営業損失は11億91百万円(前連結会計年度は８億98百万円の損失)となりました。 

②リフォーム事業 

 当連結会計年度のリフォーム事業は、ECO関連リフォームなどの販促活動等により、売上高は48億14百万円(前連

結会計年度比2.0％増)、営業利益は２億２百万円(前連結会計年度比49.3％減) となりました。 

③不動産派生事業 

 売上高は６億80百万円(前連結会計年度比12.1％増)、営業利益は31百万円(前連結会計年度比10.9％減) となり

ました。 

④保険代理店事業 

 売上高は76百万円(前連結会計年度比22.8％減)、営業利益は61百万円(前連結会計年度比25.8％減)となりまし

た。 

⑤その他事業 

 売上高は２億52百万円(前連結会計年度比855.9％増)、営業利益は８百万円(前連結会計年度比60.2％増) となり

ました。 

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】
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 なお、所在地別セグメントの業績については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社、在外支店がないた

め記載しておりません。 

  

(2）当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は26億85百万円となり、前連

結会計年度より12億95百万円減少いたしました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果増加した資金は25億13百万円（前連結会計年度は１億27百万円の減少）

となりました。これは主に、税金等調整前当期純損失16億７百万円、たな卸資産の減少42億67百万円、たな卸資産

評価損11億３百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において投資活動の結果減少した資金は１億76百万円（前連結会計年度は１億３百万円の減少）

となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出１億１百万円、貸付けによる支出１億35百万円等によ

るものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において財務活動の結果減少した資金は36億33百万円（前連結会計年度は13億36百万円の減少）

となりました。これは主に、短期借入金の減少37億１百万円によるものであります。 
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(1）施工実績 

 当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの施工実績は、次のとおりであります。 

 （注）１ 不動産派生事業、保険代理店事業については、生産(施工)を伴う事業がないため記載しておりません。 

２ 仕掛工事施工高については、未成工事支出金により施工高を推定したものであります。 

３ 戸建事業の当期完工高及び当期施工高に土地代は含まれておりません。 

４ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

  

(2）受注状況 

 当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの受注状況は、次のとおりであります。 

 （注）１  不動産派生事業、保険代理店事業については、受注を伴う事業ではないため記載しておりません。 

        ２  上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）  上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

  

２【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当期完工高
（百万円） 

期末仕掛工事施工
高－期首仕掛工事
施工高（百万円） 

当期施工高 
（百万円） 

前年同期比
（％） 

戸建事業  18,422  △1,186  17,235  74.3

リフォーム事業  4,041  6  4,047  104.6

その他事業  223  0  223  －

合計  22,687  △1,180  21,507  79.4

事業の種類別セグメントの名称 
当期受注高
（百万円） 

前年同期比
（％） 

期末受注残高 
（百万円） 

前年同期比
（％） 

戸建事業  22,715  75.6  6,874  72.5

リフォーム事業  4,775  99.5  537  93.3

その他事業  223  －  －  －

合計  27,714  79.6  7,411  73.7

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

戸建事業  25,425  81.4  85.7

リフォーム事業  4,814  15.4  102.0

不動産派生事業  680  2.2  112.1

保険代理店事業  76  0.2  77.2

その他事業  252  0.8  955.9

合計  31,249  100.0  89.0
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  少子高齢化社会の進行、環境問題対策、非正規雇用や所得格差の拡大など、企業を取り巻く経営環境は変化を遂げ

つつあり、このような変革の中、当社グループは、即時に変化に対応できる企業体質と課題解決力を保持し、以下の

ような対処すべき課題に取り組んでまいる所存であります。 

(1）顧客満足度（ＣＳ）の更なる向上や、安心とやすらぎのある住宅の供給を推進していく 

(2）更なる住宅建設費の引き下げに取り組み、材料費や施工費の一層のコスト削減に加えて、営業経費のコスト 

   削減を推進していく 

(3）戸建事業とリフォーム事業を２本柱とし、地域における一層のシェア向上を目指していく 

(4）ケアサービス付住宅の供給など、住宅周辺事業の強化に取り組んでいく 

  当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性のある主要なリスクは、以下のようなものがあります。当

社グループは、これらのリスクの存在を認識し、発生の回避及び発生時の対応に万全を尽くす所存であります。 

① 住宅市場 

  当社グループの主力事業である戸建事業は、住宅市場の影響が大きく、景気、金利、地価、住宅関連施策などの

経済情勢が、顧客の住宅取得意欲の減退を招くような場合は、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。 

② 事業領域 

  当社販売施工地域は、東北６県(以下当該地域という)に限定されております。なお、事業領域が限定されている

ことから、販売棟数が限定的になる可能性及び当該地域の景気動向の影響を受ける可能性があります。 

③ 資金調達に関する金利動向のリスク 

  当社グループの資金調達は主に金融機関の借入金によっており、将来の金融市場の動向によっては当社グループ

の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり、また、今後調達環境が悪化した場合は、新たに、所有する資産

について担保に供する必要が生ずる可能性があります。 

④ 季節の変動要因 

  当社グループは個人住宅の建築請負及び分譲住宅の販売を主な事業としております。売上高のうち戸建事業の割

合が大部分を占めておりますが、住宅完工の多くは第2四半期及び第4四半期に集中していることから、四半期ごと

に売上高が大きく変動する特徴があります。 

⑤ 降雪について 

  当社グループは、当該地域を販売エリアにしております。当該地域の冬期間は雪が降りますが、当社グループで

は冬期間でも住宅を建設出来る体制を既に確立しております。しかしながら、予想を超える大雪が長期間振り続い

た場合、予定していた棟数の完工が出来ず当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥ 販売用不動産について 

  当社グループは、建売住宅・分譲宅地等の販売を行っており当該地域に多くの販売用不動産を保有しておりま

す。不動産不況、地価の下落等により、保有する販売用不動産について評価損を計上する必要が生ずる可能性があ

ります。なお、当連結会計年度は11億３百万円の評価損を計上しております。   

⑦ 投資有価証券について 

 当社グループは、金融機関の株式を中心に投資有価証券を保有しており、「金融商品に係る会計基準」を適用し

ております。そのため国内の株式市況に大きな影響を受けております。なお、当社グループは、その他有価証券で

時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合、又は２期連続で30％以上下落した場合は、回復の可能性を検討の

上、減損処理をすることとしております。  

⑧ 減損会計 

  当社グループは、事業用不動産として複数の土地及び建物を所有しており、地価の動向及び営業成績の状況によ

っては減損損失を計上することも予測されます。その場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。 

⑨ 特定の取引先への依存について 

  当社は、ミサワホーム㈱の住宅部材を仕入れ、「ミサワホーム」の戸建事業及びリフォーム事業の販売施工を主

力事業としております。当社とミサワホーム㈱とは緊密な関係にあり、今後ともこの関係を良好に維持し続けてい

く方針であります。 

⑩ 訴訟等について 

  建築工事や不動産販売に関しては、様々な法的規制や慣行があります。当社グループは、法令を遵守し、正規の

手続きに沿った業務を遂行しておりますが、訴訟、紛争、その他の法的手続きの対象となる可能性を完全に排除す

ることはできません。また、裁判に至らず根拠のない誤認であった場合にも、当社グループの信用に悪影響を及ぼ

し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

３【対処すべき課題】

４【事業等のリスク】
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⑪ 個人情報の管理について 

  当社グループで行っている事業は、顧客の皆様の非常に重要な個人情報を入手する立場にあります。当社グルー

プでは個人情報保護法等の各規定に従い、当社グループにて定めたプライバシーポリシーに従って個人情報を取扱

い、また漏洩防止措置等の安全管理の実施を全社にて実施しておりますが、万が一、何らかの原因により情報の漏

洩等が発生した場合には、当社グループの信用に悪影響を及ぼし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

⑫ 継続企業の前提に関する重要事象等 

  当社グループの業績は、平成20年３月期以降３期連続の営業損失、平成19年３月期以降４期連続当期純損失と厳

しい状況が続いており、「継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況」に陥っています。 

  当社グループは、既に当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応を図ってきており、今後も対応策を進

めていくことにより、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。当該状況

についての分析及び対応策等については、「第２ 事業の状況 ７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況の分析」をご参照下さい。  

(1）ミサワホーム販売施工業務並びにミサワ部材の継続売買等に関する契約 

５【経営上の重要な契約等】

契約会社名 相手方の名称 契約の内容 契約期間

東北ミサワホーム

株式会社（当社） 

ミサワホーム株式会社  本契約は、当社とミサワホーム株式会社が

協力して「ミサワホーム」の普及、宣伝、市

場拡大に努め、高品質な住宅の提供を通じて

顧客の信用を保持し、社会への貢献を図ると

共に、併せて相互の利益の確保と発展を期す

ことを目的とします。 

 本契約の要旨は以下の通りであります。 

① 販売施工地域 

 当社は、東北６県にその営業拠点を設置

し、これ以外の地域に営業拠点を設置しな

いこととする。 

② 営業上の名称（ディーラー名） 

 「東北ミサワホーム」及び「ミサワセラ

ミックホーム仙台」とする。 

③ 競業の禁止 

 当社は、次の各号に掲げる業務を行わな

いものとする。 

(1）ミサワ部材と同種、類似または競合す

る建築用部材の製造・販売 

(2）ミサワホームと同種、類似または競合

する住宅の販売・施工 

④ ミサワ部材単価の決定方法 

 当社とミサワホーム株式会社は、ミサワ

部材の単価及び積算基準を合意の上、決定

する。 

⑤ 工事完成保証 

(1）当社は、当社が販売・施工したミサワ

ホームについて、その引渡時にミサワホ

ーム株式会社が別途定める保証書を発行

し、これに基づく保証責任を負担する。 

(2）ミサワホーム株式会社は、当社が販

売・施工したミサワホームについて、そ

の保証人として、当社が発行する保証書

の保証約款及び指定契約書等の保証条項

に基づき保証の任にあたる。 

昭和56年４月１日より

３年間とし、期間満了

後は１年ごと自動更

新。 
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(2）入居者管理業務、ホームイング工事及びミサワ部材の継続売買等に関する契約 

(3）工事請負基本契約 

(4）ミサワホーム株式会社との株式交換 

 当社とミサワホーム㈱は株式交換契約を締結いたしました。 

 株式交換契約の概要につきましては、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 （重要な

後発事象）」に記載のとおりであります。     

契約会社名 相手方の名称 契約の内容 契約期間

ミサワホームイン

グ東北株式会社 

（連結子会社） 

ミサワホーム株式会社  本契約は、ミサワホームイング東北株式会

社が入居者管理業務及びホームイング工事を

事業として行うにあたり、ミサワホーム株式

会社と必要な取り決めを行うものでありま

す。 

 本契約の要旨は以下の通りであります。 

① 営業区域 

 ミサワホームイング東北株式会社は、東

北６県に営業所等を設置するものとし、こ

れ以外の地域において営業拠点を設置して

はならないものとする。 

② 営業上の名称 

 「ミサワホームイング東北」とする。 

③ ロイヤルティ 

 ミサワホームイング東北株式会社は、商

標等の使用、広告宣伝、ホームイング工事

に対する指導・助言の対価として、ホーム

イング工事等にかかる売上金額の１％をミ

サワホーム株式会社に支払う。 

④ 競業の禁止 

 ミサワホームイング東北株式会社は、次

の各号に掲げる業務を行わないこととす

る。 

(1）ミサワ部材と同種、類似または競合す

る建築用部材の製造・販売 

(2）ミサワホームと同種、類似または競合

する住宅の建築・販売 

⑤ ミサワ部材単価の決定方法 

ミサワホームイング東北株式会社とミサ

ワホーム株式会社は、ミサワ部材の単価及

び積算基準を合意の上、決定する。 

平成13年５月31日より

３年間とし、期間満了

後は１年ごと自動更

新。 

契約会社名 相手方の名称 契約の内容 契約期間

東北ミサワホーム

株式会社（当社） 

株式会社丸富建設 

他346社 

 施工の適正化と顧客の信用拡大を図り、当

社と請負業者の相互発展を目的とした、現場

施工業務委託契約。 

各社との契約締結日よ

り２年間とし、期間満

了後は１年ごと自動更

新。 

ミサワホームイン

グ東北株式会社

（連結子会社） 

株式会社ホーム建材店 

他226社 

 施工の適正化と顧客の信用拡大を図り、当

社と請負業者の相互発展を目的とした、現場

施工業務委託契約。 

各社との契約締結日よ

り１年間とし、期間満

了後は１年ごと自動更

新。 
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 当社グループでは、新商品の開発その他研究活動をしていないため、特に記載すべき事項はありません。 

(1）財政状態の分析 

  当連結会計年度末の資産の合計は177億11百万円（前連結会計年度末比76億47百万円の減少）となりました。こ

れは主に現金及び預金の減少12億96百万円、たな卸資産の減少53億71百万円等によるものであります。負債の合計

は158億13百万円（前連結会計年度末比59億55百万円の減少）となりました。これは主に工事未払金の減少18億90

百万円、短期借入金の減少37億１百万円等によるものであります。純資産の合計は18億98百万円（前連結会計年度

末比16億91百万円の減少）となりました。これは主に当期純損失による利益剰余金の減少17億14百万円等によるも

のであります。 

  

(2）キャッシュ・フローの分析 

 営業活動によるキャッシュ・フローが増加した主な要因は、たな卸資産42億67百万円（前連結会計年度は16億23

百万円）の減少によるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローが減少した主な要因は、前連結会計年度の貸付による支出６百万円が当連結

会計年度１億35百万円となったことによるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローが減少した主な要因は、短期借入金の返済による減少37億１百万円（前連結

会計年度は２億74百万円）によるものであります。 

(3）経営成績の分析 

 「第２事業の状況 １ 業績等の概要 (1）業績」をご参照ください。  

  

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等についての分析及び対応策 

 当社グループにおいては、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載の通り、継続企業の前提に関する

重要な疑義を解消すべく、次のような取組みを実施しております。 

①経費節減 

 前連結会計年度より実施している不採算営業拠点の撤退、減損処理も含めた大幅な固定費削減、管理部門の本部

集中化などコスト削減を継続して実施してまいりました。 

②売上高の維持、コスト削減 

 従来、受注を取りこぼしていた低価格帯商品の販売力強化に取り組み、資産活用事業やリフォーム事業に人員を

シフトすること等、周辺利益の確保に努め一定の改善も見られたものの、当連結会計年度における新設住宅着工戸

数は、前年同期の低水準をさらに下回り、期初計画を大きく下回る結果となりました。 

③分譲在庫及び有利子負債の圧縮 

 分譲事業においては、新規着工の抑制をはかりながら、計画通りの在庫水準の圧縮を進め、これにより生じたキ

ャッシュ・フローにより有利子負債の圧縮を進めてまいりました。 

 当社グループは、より一層の改善を図るためには抜本的な対策が不可避と判断し、親会社であるミサワホーム㈱

による当社の完全子会社化を進めることに同意いたしました。 

 親会社であるミサワホーム㈱は、当社の完全子会社化後の当社の資本増強を決定し、これにより在庫及び有利子

負債の圧縮スピードは加速するとともに、在庫保有にかかるコスト削減を実現し、早期の業績の改善を図ってまい

ります。 

  

 このように、上記の既に実施している施策を含む効果的かつ実行可能な対応を行うことにより、継続企業の前提

に関して重要な不確実性は認められないものと判断しております。  

６【研究開発活動】

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  
前連結会計年度
（百万円） 

当連結会計年度 
（百万円） 

増減
（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △127  2,513   2,641

投資活動によるキャッシュ・フロー  △103  △176  △72

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,336  △3,633  △2,296
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 当連結会計年度において、当社グループでは展示場の新設等、全体で92百万円の設備投資を実施しました。当連結

会計年度の設備投資（有形・無形固定資産取得額、金額に消費税等は含んでおりません。）の事業の種類別セグメン

ト別の内訳は、次のとおりであります。 

   

  

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

  （当連結会計年度）    前年同期比  

戸建事業 52百万円   30.5 ％ 

リフォーム事業 39百万円   545.5 ％ 

不動産派生事業 ―百万円         

保険代理店事業 ―百万円         

その他事業 0百万円   55.4 ％ 

計 92百万円   51.3 ％ 

消去又は全社 ―          

合計 92百万円   51.3 ％ 

２【主要な設備の状況】

事業所名 
（所在地） 

セグメントの
名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円） 
従業員
数 
（名） 

建物及び
構築物 

土地
（面積㎡）

その他 合計 

管理本部・  

戸建営業本部他   

（仙台市宮城野区） 

他営業所５店舗 

（注）１ 

戸建事業 

不動産派生事業

保険代理店事業

その他事業 

本社社屋・

販売設備等 
 850

 

 

〔535〕 

1,077

(13,813)  16  1,945  199

盛岡支店 

（岩手県盛岡市） 

他営業所１店舗 

  

戸建事業 

不動産派生事業

保険代理店事業

その他事業 

販売設備等  148
 

 

229

(5,914)
 5  382  60

山形支店 

（山形県山形市） 

他営業所４店舗 

（注）１ 

戸建事業 

不動産派生事業

保険代理店事業

その他事業 

販売設備等  152

 

 

〔4,961〕

194

(1,571)  6  352  72

秋田支店 

（秋田県秋田市） 

他営業所２店舗 

（注）１ 

戸建事業 

不動産派生事業

保険代理店事業

その他事業 

販売設備等  159

 

 

〔608〕 

282

(4,548)  3  445  50

青森支店 

（青森県青森市） 

他営業所３店舗 

（注）１ 

戸建事業 

不動産派生事業

保険代理店事業

その他事業 

販売設備等  144

 

 ( ) 

〔 〕

203

4,677

1,083

 1  349  55

福島支店 

（福島県福島市） 

他営業所10店舗 

（注）１ 

戸建事業 

不動産派生事業

その他事業 

販売設備等  309

 

( ) 

〔 〕

433

2,309

4,093

 5  748  122
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(2）国内子会社 

 （注）１ 土地の一部を賃借しており、賃借料は50百万円であります。土地の面積については、〔 〕で外書きしてお

ります。 

２ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、次のとおりであります。 

３ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

(1）重要な設備の新設等 

  当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。  

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

セグメントの
名称 

設備の
内容 

帳簿価額（百万円） 
従業
員数 
（名）

建物及び
構築物 

土地
（面積㎡）

その他 合計

ミサワホーム

イング東北㈱ 

本社 

（仙台市宮城野区） 
リフォーム事業

事務所

等 
 111

 

 

126

(3,293)
 15  253  135

〃 
岩手事業部 

（岩手県盛岡市） 
リフォーム事業

事務所

等 
 9

 

 

44

(577)
 0  53  19

エム・アー

ル・ディー仙

台㈱ 

本社 

（仙台市宮城野区） 

戸建事業 

不動産派生事業

その他事業 

事務所

等 
 52

 

 

28

(709)
 13  95  13

会社名 
（事業所名） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容
年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高
（百万円） 

東北ミサワホーム㈱ 

（仙台支店） 
戸建事業 展示用建物  72  37

東北ミサワホーム㈱ 

（盛岡支店）  
戸建事業   展示用建物   38  6

東北ミサワホーム㈱ 

（山形支店） 
戸建事業 展示用建物  11  30

東北ミサワホーム㈱ 

（秋田支店） 
戸建事業 展示用建物  8  －

東北ミサワホーム㈱ 

（青森支店） 
戸建事業 展示用建物  16  －

東北ミサワホーム㈱ 

（福島支店） 
戸建事業 展示用建物  22  4

３【設備の新設、除却等の計画】

会社名  

事業所名 
所在地  

事業の種類

別セグメン 

トの名称  

設備の内容

  投資予定金額 
 資金調達

 方法  

着手及び完了予定年月
完了後の

増加能力
  総額   

(百万円) 

既支払額

(百万円) 
  着手   完了 

 東北ミサワ 

 ホーム㈱ 

 (青森支店) 

青森県 

青森市  
戸建事業 展示用建物         47         18 自己資金

 平成22年 

 ２月  

 平成22年 

 ４月  
― 

 東北ミサワ 

 ホーム㈱ 

 (盛岡支店) 

岩手県 

盛岡市  
戸建事業 展示用建物         50         ― 自己資金

 平成22年 

 ８月  

 平成22年 

 10月  
― 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありませ

ん。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  65,500,000

計  65,500,000

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成22年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月29日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  25,015,532  25,015,532
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数100株

計  25,015,532  25,015,532 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
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          該当事項はありません。 

  

 （注）１ 平成17年６月29日開催の定時株主総会において、旧商法第289条第１項の規定に基づき、資本準備金の一部

を取崩したものであります。 

 ２ 旧商法第289条第２項の規定に基づき、その他資本剰余金に振替えたものであります。 

３ 第三者割当による新株式の発行によるものであります。 

   発行価格      481円  

   資本組入額   241円 

    割当先     ミサワホームホールディングス㈱   

４ 合併に伴う新株式の発行によるものであります。  

   合併相手先    ミサワホーム北日本㈱  

   合併比率    １：0.48  

５  合併に伴う新株式の発行によるものであります。 

  合併相手先   ㈱ミサワホーム福島 

   合併比率    １：４ 

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年６月29日 

（注）１ 
 ―  16,548,196  ―  3,761  △2,470  1,632

平成17年７月31日 

（注）２ 
 ―  16,548,196  ―  3,761  △632  1,000

平成18年５月29日 

（注）３ 
 1,729,000  18,277,196  416  4,178  414  1,414

平成19年10月１日 

（注）４ 
 3,858,336  22,135,532  ―  4,178  ―  1,414

平成20年10月１日 

（注）５ 
 2,880,000  25,015,532  ―  4,178  ―  1,414
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 （注）１ 自己株式4,995株は、「個人その他」に49単元、「単元未満株式の状況」に95株含まれております。 

２ 証券保管振替機構名義の株式200株は、「その他の法人」に２単元含まれております。 

 （注） 平成22年５月14日にミサワホーム㈱と本株式交換契約を締結し、ミサワホーム㈱の完全子会社となり、平成22

年６月15日に上場廃止となりました。なお、上場廃止後の当社の株主はミサワホーム㈱となります。 

（６）【所有者別状況】

  平成22年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 金融機関 金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人）  ―    32 23 129 26 2  2,731  2,943 ―

所有株式数

（単元） 
 ―  33,155 1,329 163,349 13,115 4  39,017  249,969 18,632 

所有株式数の

割合（％） 
 ―  13.26 0.53 65.35 5.25 0.00  15.61  100.00 ―

（７）【大株主の状況】

  平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ミサワホーム株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号  13,014  52.03

ミサワホーム東京株式会社 東京都杉並区高井戸東二丁目４番５号  774  3.09

ロンバーオデイエダリエヘンチ

アンドシー 
東京都千代田区丸の内二丁目７番１号  750  3.00

株式会社七十七銀行 仙台市青葉区中央三丁目３番20号  690  2.76

東北ミサワホーム取引先持株会 仙台市宮城野区日の出町三丁目７番33号  565  2.26

株式会社きらやか銀行 山形県山形市旅篭町三丁目２番３号  468  1.87

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号  459  1.83

カセイスバンクルクセンブルグ

クライアントアカウント 
東京都千代田区丸の内二丁目７番１号  450  1.80

ミサワホーム北海道株式会社 札幌市白石区東札幌二条六丁目８番１号  375  1.50

コクサイエアロマリン株式会社 東京都港区西新橋二丁目５番２号  340  1.36

計 ―  17,887  71.50

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 20 －　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



①【発行済株式】 

 （注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式95株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

   

 該当事項はありません。 

（８）【議決権の状況】

  平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式     4,900
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  24,992,000  249,920 ― 

単元未満株式 普通株式     18,632 ― ― 

発行済株式総数  25,015,532 ― ― 

総株主の議決権 ―  249,920 ― 

  平成22年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

東北ミサワホーム

株式会社 

仙台市宮城野区日

の出町三丁目７番

33号 

 4,900  ―  4,900  0.02

計 ―  4,900 ―  4,900  0.02

（９）【ストックオプション制度の内容】
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 【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

  

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。  

  

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。 

  

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式  361  79,159

当期間における取得自己株式  1,830  369,940

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  ―  ―  ―  ―

消却の処分を行った取得自己株式  ―  ―  ―  ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
 ―  ―  ―  ―

その他 

（第三者割当による処分） 
 ―  ―  ―  ―

保有自己株式数       4,995  ―      6,825  ―
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 当社は、株主のみなさまに対する利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付けるとともに、業績に裏付けら

れた成果の安定的な配分を図ることを利益配分の基本方針としており、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当

を行うことが可能であります。  

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。  

  当期の利益配当金につきましては、大幅な当期純損失を計上することとなったため、財務体質の強化を図ることを

最優先課題と認識し、誠に遺憾ながら無配とさせていただきました。  

  なお、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款

に定めております。  

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【配当政策】

４【株価の推移】

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円）  746  572  700  354  319

最低（円）  302  255  224  90  153

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円）  229  211  197  217  208  205

最低（円）  200  153  167  177  181  181
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数 

（千株）

代表取締役 

社長 

社長執行役

員 

  佐 藤 春 夫 昭和26年４月３日生

昭和54年３月 ミサワホーム㈱入社 

（注）３ ―

昭和61年４月 ㈱ミサワホーム鹿児島代表取締役

常務 

平成６年５月 ㈱ミサワホーム千葉代表取締役社

長 

平成11年６月 ミサワホーム㈱取締役 

平成13年12月 ミサワホームエンジニアリング㈱

代表取締役社長 

平成15年８月 ミサワホーム㈱取締役専務執行役

員住宅事業戦略全般担当 

平成19年10月 同社取締役専務執行役員商品開

発、ＣＳ・品質、生産・建設、開

発建材全般 

平成20年４月 同社取締役専務執行役員ＣＳ・品

質、商品開発、生産・建設全般兼

ＣＳ・品質本部長 

平成21年４月 当社副社長執行役員 

平成21年６月 ミサワホーム㈱専務執行役員 

平成21年６月 当社代表取締役社長執行役員（現

任） 

  
取締役 

専務執行役

員 

社長補佐兼

山形支店長 
  

齋 野 國 和 
  

昭和25年６月25日生

昭和49年４月 升川ミサワホーム㈱入社 

 

（注）３ 

 

―

昭和61年９月 ㈱ミサワホーム山形取締役本部長 

平成２年７月 同社代表取締役店長 

平成５年４月 当社常務取締役山形支店長 

平成11年６月 当社専務取締役山形支店長 

平成12年３月 ㈱ミサワホーム福島代表取締役社

長執行役員 

平成17年６月 ミサワホーム北日本㈱代表取締役

社長執行役員 

平成19年６月 

  
平成20年10月 

  

㈱ミサワホーム福島代表取締役社

長執行役員 

当社取締役専務執行役員支店統括

福島担当 

        
平成21年７月 当社取締役専務執行役員福島支店

長兼山形支店長     

        
平成22年４月 当社取締役専務執行役員社長補佐

兼山形支店長（現任) 
    

  

  
  

  
取締役 

常務執行役

員 

  
  

  

管理本部長 

  
  

  
  

福 田 好 史 

  
  

  
  

昭和23年２月５日生

昭和45年４月 ミサワホーム㈱入社 

 

 

 

 

（注）３ 

 

 

 

 

―

平成２年４月 秋田ミサワホーム㈱総務部長 

平成５年６月 秋田ミサワホーム㈱取締役総務部

長 

平成７年12月 ミサワホーム北日本㈱取締役総務

部長 

平成17年６月 同社取締役常務執行役員管理部門

担当 

平成19年６月 同社代表取締役社長 

        
平成19年10月 当社取締役常務執行役員秋田・青

森支店統括     

        平成20年４月 当社取締役常務執行役員管理統括     

        
平成21年６月 当社取締役常務執行役員管理本部

長（現任） 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数 

（千株）

取締役 

常務執行役

員 

関連会社統

括  
伊 藤 良 夫 昭和23年４月10日生

昭和46年３月 ミサワホーム㈱入社 

（注）３ ―

平成元年４月 当社特販部長 

平成11年４月 ミサワホームイング東北㈱常務取

締役 

平成18年４月 同社代表取締役専務執行役員（現

任） 

平成19年６月 当社執行役員関連会社統括 

平成20年６月 当社取締役執行役員関連会社統括

（現任) 

  
取締役 

執行役員 

  

資産活用本

部長 

  
大 津   清 

  
昭和25年５月11日生

昭和49年４月 升川ミサワホーム㈱入社 

 

（注）３ 

 

―

平成元年５月 ㈱ミサワホーム山形取締役営業部

長 

平成５年４月 当社取締役山形支店営業部長 

平成15年６月 当社常務取締役山形支店長 

平成16年６月 当社取締役常務執行役員山形支店

長 

平成18年４月 

  
平成19年４月 

  
平成20年４月 

  

当社取締役常務執行役員山形支店

長兼盛岡支店長 

当社取締役常務執行役員盛岡支店

長  

当社取締役常務執行役員支店統括

北東北担当  

        
平成21年７月 当社取締役執行役員資産活用・法

人営業本部長 
    

        
平成22年４月 当社取締役執行役員資産活用本部

長（現任) 
    

  

取締役 

  

  

  

  

  

  

下ノ村 秀 樹 

  

  

昭和30年１月25日生

  

  

昭和54年４月 ミサワホーム㈱入社 

（注）３ 

  

  

  

  

―

平成４年６月 ㈱ミサワホーム青森代表取締役店

長 

平成13年６月 ミサワホーム北日本㈱代表取締役

社長 

平成17年６月 ミサワホームホールディングス㈱

執行役員北日本ブロック統括部長

兼西日本ブロック統括部長 

平成18年６月 当社社外監査役 

平成19年６月 当社取締役 

平成19年６月 ミサワホーム㈱執行役員北日本ブ

ロック統括部長 

平成21年６月 同社取締役執行役員営業統括本部

副本部長兼首都圏ブロック統括部

長兼西日本ブロック統括部長（現

任） 

平成22年６月 当社取締役（現任） 

監査役 
（常勤） 

  西 坂  浩 一 昭和26年10月６日生

昭和57年４月 ㈱ミサワホーム福島入社 

（注）４ ―

平成11年４月 同社総務経理部長 

平成16年６月 同社執行役員総務経理部長 

平成20年10月 当社執行役員福島支店業務部長 

平成21年７月 当社福島支店資産活用・法人営業

部長 

平成22年４月 当社福島支店お客様相談室長 

平成22年６月 当社監査役（現任） 
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  （注）１ 平成22年６月29日開催の取締役会におきまして、執行役員９名を選出しております。 

執行役員は次のとおりであります。 

社長執行役員  佐藤 春夫 

専務執行役員  齋野 國和 

常務執行役員  福田 好史 

常務執行役員  伊藤 良夫 

執行役員    大津  清  

執行役員    宮川 誠二郎  

執行役員    階  弘喜 

執行役員    槇  和則 

執行役員    三船 榮一 

２ 監査役田中博臣及び西戸邦博は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 平成22年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間  

４ 平成22年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数 

（千株）

  

  
 監査役 

  

  

  

  

  

  
田 中 博 臣 

  

  

  

  

  
昭和30年８月16日生

  

  

  

昭和54年４月 ㈱三和銀行(現㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行)入行 

 

 

（注）３

  

  

  

 

 

  

  

  

―
  

  

  

平成17年４月 ミサワホームホールディングス㈱

経営戦略部長  

平成17年６月 同社取締役執行役員経営戦略部長

経営戦略・秘書・経営企画・関連

事業担当 

平成19年10月 ミサワホーム㈱取締役執行役員管

理本部副本部長兼経営戦略部長 

平成20年６月 同社取締役常務執行役員経営企画

本部長（現任） 

平成21年６月 当社監査役（現任）  

  

 監査役 

  

  

  

  

 西 戸 邦 博 

  

  

  

  
昭和36年７月29日生

  

  

  

昭和60年４月 ミサワホーム㈱入社     

  
平成16年４月 同社住宅事業戦略部事業推進グル

ープマネージャー 

（注）３ 

    

―

  
平成18年４月 同社北日本ブロック統括部北日本

グループマネージャー 

  平成19年６月 当社監査役 

  
平成21年７月 ミサワホーム㈱北日本ブロック統

括部担当部長  

  
平成22年４月 ミサワホーム㈱営業統括部担当部

長（現任） 

  平成22年６月 当社監査役（現任）     

計 ―
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コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、積極的な情報開示・ＩＲ活動により経営の透明性と効率性の確保やコーポレート・ガバナンスの充実に

向け、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築することを重要な課題と捉え、「住まいを通じて生涯の

おつきあい」を理念に事業に取り組み、社会から必要とされる企業としての運営を目指しております。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

 当社の取締役会は取締役６名と監査役３名で構成されており、社外取締役は選任しておりません。開催頻度

は毎月１回でありますが、この他に取締役と各部門の責任者で構成される経営執行会議を毎月定期的に開催し

ております。なお、業務執行及びその監督を制度的に区分し、業務の迅速な執行及び効率的な監督を図るた

め、執行役員制度を導入し、経営の効率化を図っております。また、経営レベルの状況把握と取締役会決定方

針の意思決定をすばやく行うため、取締役を兼務する執行役員で構成される経営会議を毎月２回開催しており

ます。 

 また、監査役は業務執行の状況を把握するため経営執行会議や取締役会に出席するとともに、必要に応じて

代表取締役と意見交換を行っております。また、補欠監査役１名を選出しております。 

② 内部統制システムの整備の状況 

 当社の内部統制システムは、親会社であるミサワホーム㈱が制定した経営理念及び行動指針に従い、取締

役、執行役員、従業員その他当社の業務に従事するすべての者に対し、法令及び定款に適合する行動はもとよ

り、誠実で倫理的な行動をとることを要求しております。当社は、こうした行動を通じ、健全な経営の基盤で

ある内部環境を醸成し、その基盤上に内部統制システムを構築することにより、公正かつ適切な企業活動を行

い、社会的実在としてその責任を果たす体制を構築しております。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社の内部監査は、監査室が担当しております。監査室は、室員３名で構成されており、年初に作成する内

部監査計画に基づき、定期的に各支店及び営業店を往査するなど、社内における業務活動及び社内規程の遵守

状況を把握し、その結果を代表取締役に報告するとともに、監査役及び会計監査人とも情報を共有しておりま

す。 

 また、当社は監査役全員で構成する監査役会を置き、「監査役会規程」に基づき、取締役やコンプライアン

ス室・監査室・会計監査人等から会社に著しい損害を及ぼす事実や取締役の不正行為などの重大な事実の報告

を受けた場合には、監査役は必要な調査を行い、勧告などの必要な措置をとるよう努めております。また、会

計監査人とは情報を共有し、必要に応じて意見を求め、会計監査の状況を把握するよう努めております。 

④ 会計監査の状況 

 会計監査人については、新日本有限責任監査法人と契約しており、財務諸表等の監査を受けております。 

 会計監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。 

鈴木 一夫 

森田 高弘 

有倉 大輔  

 監査年数については、継続監査年数が７年を超えていないため記載しておりません。 

 また、公認会計士５名及びその他15名が補助者として会計監査業務に関わっております。 

⑤ 社外監査役との関係 

 当社の社外監査役は２名であります。一人は、法的な専門知識や高い見識をもつ立場から監査を行ってお

り、もう一人は、当社の親会社の立場から会社の組織体制を中心に厳正な監査を行っております。なお、当社

と社外監査役の間に利害関係はありません。 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、東北ミサワホームグループ業務標準（以下「業務標準」という）を定め、当該業務

標準において「危機管理プロセス」として製品事故、労働災害、自然災害、従業員による不祥事等、危機に直面

した場合、的確かつ迅速に対処するための方法を定め、役職員に周知徹底及び定着を図っております。 

 さらに、コンプライアンス及びリスク管理に関する重要な事項に関して、社長を委員長とする「経営改革委員

会」を設置しております。また、専門家の意見を聞きながらその被害を最小限にとどめる対応に努めることとし

ております。なお、コンプライアンス室では「ヘルプライン制度規程」に基づきヘルプラインを設置し、内部通

報制度を構築しております。 

(3）役員報酬の内容 

役員報酬 

 （注） 上記の支払額のほか、執行役員兼務取締役の執行役員分給与として10百万円の支払があります。 

(4）責任限定契約の内容の概況 

 当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外監査役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任に

ついて、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額

を上限とする契約を締結しております。 

(5）取締役の定数及び取締役の選定要件の内容 

 当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めております。また、取締役の選任決議については、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及

び累積投票によらないものとする旨を同じく定款に定めております。 

(6）自己の株式の取得 

 当社は、会社法第165条第２項の規定より、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨

を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場

取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。 

(7）中間配当 

 当社は、取締役会の決議によって、毎月９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質

権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）をすることができる旨定款に定めており

ます。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

(8）株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。 

区分 当期支払額（百万円）

取締役  53

監査役  12
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①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

②【その他重要な報酬の内容】 

 該当事項はありません。  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

 該当事項はありません。  

④【監査報酬の決定方針】 

 当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、提出会社の規模・業務の特性

等の要素を勘案し決定しております。  

  

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

提出会社  54  ―  54  ―

連結子会社  ―  ―  ―  ―

計  54  ―  54  ―
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１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に

より作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により作

成しております。 

 なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３

月31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表並びに当連

結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成21年４月１日から

平成22年３月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,981 2,685

受取手形・完成工事未収入金等 540 153

営業貸付金 320 145

たな卸資産 ※1, ※2  13,569 ※1, ※2  8,198

繰延税金資産 33 60

その他 412 362

貸倒引当金 △33 △15

流動資産合計 18,823 11,591

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  4,922 ※2  4,820

減価償却累計額 △2,794 △2,882

建物及び構築物（純額） ※2  2,127 ※2  1,938

土地 ※2  2,935 ※2  2,620

その他 1,118 480

減価償却累計額 △1,014 △395

その他（純額） 104 85

有形固定資産合計 5,167 4,644

無形固定資産 37 26

投資その他の資産   

投資有価証券 687 664

長期貸付金 － 243

繰延税金資産 75 76

その他 709 612

貸倒引当金 △140 △146

投資その他の資産合計 1,331 1,450

固定資産合計 6,535 6,120

資産合計 25,359 17,711
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

工事未払金 4,318 2,428

短期借入金 ※2  11,730 ※2  8,029

1年内返済予定の長期借入金 ※2  812 ※2  404

未払法人税等 60 126

未成工事受入金 1,354 1,426

賞与引当金 183 217

完成工事補償引当金 93 65

その他 1,827 1,257

流動負債合計 20,381 13,954

固定負債   

長期借入金 ※2  342 ※2  818

繰延税金負債 73 106

退職給付引当金 352 366

役員退職慰労引当金 82 70

負ののれん 4 －

その他 ※2  531 ※2  496

固定負債合計 1,386 1,858

負債合計 21,768 15,813

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,178 4,178

資本剰余金 2,720 2,720

利益剰余金 △3,239 △4,954

自己株式 △1 △1

株主資本合計 3,656 1,941

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △66 △43

評価・換算差額等合計 △66 △43

純資産合計 3,590 1,898

負債純資産合計 25,359 17,711
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②【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 35,110 31,249

売上原価 ※1  29,219 ※1  26,685

売上総利益 5,891 4,564

販売費及び一般管理費   

従業員給料手当 2,311 2,080

賞与引当金繰入額 124 139

退職給付費用 177 127

役員退職慰労引当金繰入額 12 11

広告宣伝費 1,025 764

貸倒引当金繰入額 18 －

完成工事補償引当金繰入額 74 60

その他 2,588 2,317

販売費及び一般管理費合計 6,333 5,500

営業損失（△） △442 △935

営業外収益   

受取利息 13 9

受取手数料 33 11

受取賃貸料 29 34

その他 70 72

営業外収益合計 146 126

営業外費用   

支払利息 375 314

その他 17 13

営業外費用合計 393 327

経常損失（△） △689 △1,136

特別利益   

固定資産売却益 ※2  10 －

投資有価証券売却益 24 －

貸倒引当金戻入額 － 8

その他 2 －

特別利益合計 36 8

特別損失   

固定資産売却損 ※3  0 －

固定資産除却損 ※4  17 ※4  60

投資有価証券評価損 168 38

たな卸資産評価損 619 －

減損損失 ※5  686 ※5  345

事業再編損 ※6  162 －

その他 6 34

特別損失合計 1,660 478

税金等調整前当期純損失（△） △2,312 △1,607

法人税、住民税及び事業税 32 102

法人税等調整額 △5 5

法人税等合計 27 107

当期純損失（△） △2,339 △1,714
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,178 4,178

当期末残高 4,178 4,178

資本剰余金   

前期末残高 2,171 2,720

当期変動額   

合併による増加 548 －

当期変動額合計 548 －

当期末残高 2,720 2,720

利益剰余金   

前期末残高 △900 △3,239

当期変動額   

当期純損失（△） △2,339 △1,714

当期変動額合計 △2,339 △1,714

当期末残高 △3,239 △4,954

自己株式   

前期末残高 △1 △1

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △1 △1

株主資本合計   

前期末残高 5,448 3,656

当期変動額   

当期純損失（△） △2,339 △1,714

自己株式の取得 △0 △0

合併による増加 548 －

当期変動額合計 △1,791 △1,714

当期末残高 3,656 1,941
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △84 △66

当期変動額   

合併による増加 5 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 22

当期変動額合計 18 22

当期末残高 △66 △43

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △84 △66

当期変動額   

合併による増加 5 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 22

当期変動額合計 18 22

当期末残高 △66 △43

純資産合計   

前期末残高 5,363 3,590

当期変動額   

当期純損失（△） △2,339 △1,714

自己株式の取得 △0 △0

合併による増加 553 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 22

当期変動額合計 △1,773 △1,692

当期末残高 3,590 1,898
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △2,312 △1,607

減価償却費 245 246

負ののれん償却額 △5 △5

減損損失 686 345

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16 △12

賞与引当金の増減額（△は減少） △94 33

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 5 △28

退職給付引当金の増減額（△は減少） 24 13

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9 △12

受取利息及び受取配当金 △25 △19

支払利息 375 314

投資有価証券売却損益（△は益） △23 －

投資有価証券評価損益（△は益） 168 38

固定資産処分損益（△は益） 7 60

たな卸資産評価損 807 1,103

事業再編損失 162 －

売上債権の増減額（△は増加） 194 386

営業貸付金の増減額（△は増加） 3 175

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,623 4,267

仕入債務の増減額（△は減少） △574 △2,292

未成工事受入金の増減額（△は減少） △911 72

その他 △51 △230

小計 314 2,847

利息及び配当金の受取額 25 19

利息の支払額 △369 △304

法人税等の支払額 △97 △48

営業活動によるキャッシュ・フロー △127 2,513

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △199 △101

有形固定資産の売却による収入 33 －

投資有価証券の売却による収入 25 －

貸付けによる支出 △6 △135

投資その他の資産の増減額（△は増加） 19 17

その他 23 42

投資活動によるキャッシュ・フロー △103 △176
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 274 △3,701

長期借入金の返済による支出 △1,879 △932

長期借入れによる収入 270 1,000

社債の償還による支出 △1 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,336 △3,633

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,567 △1,295

現金及び現金同等物の期首残高 4,367 ※1  3,981

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,181 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  3,981 ※1  2,685
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項  全ての子会社（３社）を連結しております。当

該子会社は、ミサワホームイング東北㈱、エム・

アール・ディー仙台㈱及び青森ミサワ建設㈱であ

ります。なお、ミサワホームサービス東北㈱及び

ミサワホームイング北日本㈱は平成20年４月１日

付でミサワホームイング東北㈱に吸収合併されて

おります。 

 全ての子会社（２社）を連結しております。当

該子会社は、ミサワホームイング東北㈱及びエ

ム・アール・ディー仙台㈱であります。なお、青

森ミサワ建設㈱は平成21年９月25日付で清算結了

しているため、当連結会計年度においては、平成

21年４月１日から清算結了時までの損益を連結し

ております。 

２ 持分法の適用に関する事項  該当事項はありません。 同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であ

ります。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

（会計方針の変更）  

  当連結会計年度から平成20年３月10日改正の

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 企業会計基準第10号）及び「金融商品の
時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基

準委員会 企業会計基準適用指針第19号）を適

用しております。 

 これによる当連結会計年度の連結財務諸表に

与える影響はありません。 

  ② たな卸資産 

分譲土地建物・分譲土地・未成工事支出金・

不動産事業支出金 

…個別法による原価法(貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法)  

② たな卸資産 

分譲土地建物・分譲土地・未成工事支出金・

不動産事業支出金 

同左 

  (会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日公表分)を適用しております。 

 これにより、売上総利益は、187百万円減少し

ており、営業損失及び経常損失が、それぞれ187

百万円増加になり、税金等調整前当期純損失は、

807百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。  

────── 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産…定率法 

 なお、主な資産の耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物及び構築物  ７～50年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産…定率法 

 なお、主な資産の耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物及び構築物  ７～50年 

  ② ソフトウエア…社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法  

②        同左  

  (3）重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 

 支出時に全額費用として処理しております。 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

────── 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込

額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるた

め、過年度の実績を基礎に将来の補償見込み

を加味して算出した額を計上しております。 

③ 完成工事補償引当金 

同左 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異（△19百万円）

は、15年による均等額を費用処理しておりま

す。数理計算上の差異は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

 また、当社は、適格退職年金制度における

年金資産の額が退職給付債務等の額を超えて

いるため、当該超過額を投資その他の資産の

「その他」に計上しております。 

 上記のほか、平成19年10月１日付で合併し

たミサワホーム北日本㈱より引き継いだ退職

給付制度については、簡便法を採用してお

り、従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における簡便法(責任準備金を退職

給付債務とみなす方法)による退職給付債務及

び年金資産の額に基づき計上しております。 

 また、平成20年10月１日付で合併した㈱ミ

サワホーム福島より引き継いだ退職給付制度

については、簡便法を採用しており、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における簡便法(自己都合要支給額を退職給付

債務とみなす方法）による退職給付債務及び

年金資産の額に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異(47百万円)につ

いては、15年による均等額を費用処理してお

ります。 

④ 退職給付引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

    

  

 

 

 

 

 

 
  

⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社及びミサワホームイング東北㈱は、役

員退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。 

(会計方針の変更) 

 当連結会計年度より、「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基

準第19号 平成20年７月31日）を適用しており

ます。 

 この結果、割引率に重要な変動が生じなかっ

たため従来と同一の割引率を使用しており、当

連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はあ

りません。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

   

  (5) 重要な収益及び費用の計上基準 (5) 重要な収益及び費用の計上基準 

  ────── 

  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 
① 当連結会計年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事 
 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原

価比例法）  
② その他の工事 

  工事完成基準  

 (会計方針の変更) 
 請負工事に係る収益の計上基準については、

従来、工事完成基準を適用しておりましたが、

当連結会計年度より、「工事契約に関する会計

基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年

12月27日）を適用し、当連結会計年度の期首に

存在する工事契約において当連結会計年度末ま

での進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ

いては工事完成基準を適用しております。 

 なお、当連結会計年度においては工事進行基
準を適用しているものがないため、これによる

売上高、営業損失、経常損失及び税金等調整前

当期純損失への影響はありません。 

  (6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① リース取引会計基準の改正適用初年度開始

前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①        同左 

  ② 消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

② 消費税等の会計処理方法 

         同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評

価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、

全面時価評価法を採用しております。 

          同左 

６ のれん及び負ののれんの償却に

関する事項 

 ５年間の定額法により償却を行っております。           同左 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預

金及び取得日から３か月以内に満期日の到来する

定期預金であります。 

          同左 
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【会計処理の変更】

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（ミサワホームグループ（以下ＭＧという）における会計処理方法の

見直し) 

  当連結会計年度において、ＭＧの内部統制強化の一環として、Ｍ

Ｇ内における会計処理方法が見直され、更なる統一が図られました。

これに伴い当社も以下のとおり会計処理を変更しております。 

 従来、営業外収益として計上しておりました保険代理店手数料収入

及び事務代行等手数料収入は、売上高として計上することとしまし

た。 

 また従来、販売費及び一般管理費として計上しておりました建築確

認申請代行費用は、売上原価として計上することとしました。 

 これらの変更により、当連結会計年度の売上総利益が125百万円増

加になり、営業損失が153百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しておりま

す。  

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、当連結会計

年度より「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成

５年６月17日（企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制度委員

会)、平成19年３月30日改正))を適用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。  

────── 

【表示方法の変更】

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 (連結貸借対照表） 

────── 

 (連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「長期貸付金」は、当連結会計年度において、資産の総

額の100分の１を超えたため区分掲記することとしました。 

 なお、前連結会計年度末の「長期貸付金」は154百万円でありま

す。 

 (連結損益計算書） 

 「受取賃貸料」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当

連結会計年度より区分掲記することとしました。なお、前連結会計

年度は営業外収益の「その他」に16百万円含まれております。 

 (連結損益計算書） 

──────  

 (連結キャッシュ・フロー計算書） 

  前連結会計年度において区分掲記しておりました「その他投資の

取得による支出」(当連結会計年度△11百万円)及び「その他投資の

回収による収入」(当連結会計年度30百万円)はＥＤＩＮＥＴへのＸ

ＢＲＬ導入に伴い連結キャッシュ・フロー計算書の比較可能性を向

上するため、当連結会計年度より「投資その他の資産の増減額」と

して掲記しております。 

 (連結キャッシュ・フロー計算書） 

──────  
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 ※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

分譲土地建物 7,749百万円 

分譲土地 4,318  

未成工事支出金 606  

不動産事業支出金 894  

計 13,569  

商品 0百万円 

分譲土地建物 3,563  

分譲土地 3,932  

未成工事支出金 491  

不動産事業支出金 210  

計 8,198  

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりで

あります。 

(1) 担保に供している資産   

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりで

あります。 

(1) 担保に供している資産   

たな卸資産  736百万円 

建物及び構築物  448  

土地  919  

計 2,104  

たな卸資産  297百万円 

建物及び構築物  692  

土地  1,440  

計 2,431  

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

短期借入金  3,460百万円 

1年内返済予定の長期借入金  38  

長期借入金  43  

定期借地権設定契約に基づく受入

保証金 
 40
  

計 3,582  

短期借入金  2,719百万円 

1年内返済予定の長期借入金  198  

長期借入金  726  

定期借地権設定契約に基づく受入

保証金 
 36
  

計 3,679  

３ 保証債務 

 住宅資金つなぎ融資及び住宅ローン融資利用者のために金融機関

等に対し保証を行っております。 

(1）住宅資金つなぎ融資に対する保証 

３ 保証債務 

 住宅資金つなぎ融資及び住宅ローン融資利用者のために金融機関

等に対し保証を行っております。 

(1）住宅資金つなぎ融資に対する保証 

つなぎ融資利用者（85名）  1,628百万円 つなぎ融資利用者（74名）  1,254百万円 

(2）住宅ローン融資に対する保証 (2）住宅ローン融資に対する保証 

住宅ローン利用者（192名）  4,101百万円 住宅ローン利用者（137名）  2,881百万円 
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ たな卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、売

上原価に算入されているたな卸資産評価損の金額は187百万円で

あります。 

※１ たな卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、売

上原価に算入されているたな卸資産評価損の金額は1,103百万円

であります。 

※２ 固定資産売却益は、建物及び構築物の売却によるものでありま

す。 
 ２        ────── 

※３ 固定資産売却損は、有形固定資産の「その他」の売却によるも

のであります。 
 ３        ────── 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 

建物及び構築物  15百万円 

その他  2  

計 17  

建物及び構築物  39百万円 

その他  20  

無形固定資産 0  

計 60  

※５ 減損損失の内訳は次のとおりであります。 

   当連結会計年度において以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。  

（１）減損損失を認識した主な資産  

※５ 減損損失の内訳は次のとおりであります。 

   当連結会計年度において以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。  

（１）減損損失を認識した主な資産  

用途  種類   場所 

 事務所ほか 
建物及び構築物、 

土地、その他 

秋田県秋田市 

 青森県青森市  

用途  種類   場所 

 事務所ほか 
建物及び構築物、 

土地、その他 

宮城県仙台市 

 福島県須賀川市  

（２）減損損失の認識に至った経緯 

 販売数量の減少による収益性の低下に伴い使用価値が低下した 

事業用資産（リース資産等含む）について、帳簿価格を回収可能 

額まで減額しております。 

（３）減損損失の金額 

（４）資産のグルーピングの方法 

 原則として、事業用資産については、資産に対応して継続的に 

収支の把握を実施している支店毎にグルーピングを行っておりま 

す。 

（５）回収可能額の算定方法 

 原則として、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・ 

フローを6.5％で割り引いて算定しております。また、正味売却 

価額が使用価値を上回る一部の資産については、不動産鑑定士に 

よる評価額をもとに算定しております。    

建物及び構築物  102百万円 

土地  556  
リース資産  20  
無形固定資産  7  

計 686  

（２）減損損失の認識に至った経緯 

同左 

  

  

（３）減損損失の金額 

（４）資産のグルーピングの方法 

同左 

  

  

（５）回収可能額の算定方法 

同左 

    

建物及び構築物  6百万円 

土地  314  
リース資産  15  
無形固定資産  8  

計 345  

※６ 事業再編損の内訳は次のとおりであります。  ６        ────── 
拠点等撤去費用  83百万円 

割増退職金  78  

計 162  
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 発行済株式の増加2,880千株は、㈱ミサワホーム福島との合併により増加したものであります。 

    ２ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                     

普通株式（注）１  22,135  2,880  ―  25,015

合計  22,135  2,880  ―  25,015

自己株式                     

普通株式（注）２  4  0  ―  4

合計  4  0  ―  4

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                     

普通株式  25,015  －  ―  25,015

合計  25,015  －  ―  25,015

自己株式                     

普通株式（注）  4  0  ―  4

合計  4  0  ―  4
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び預金  3,981百万円 

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
―
  

現金及び現金同等物  3,981  

現金及び預金  2,685百万円 

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
―
  

現金及び現金同等物  2,685  

２ 当連結会計年度に合併した㈱ミサワホーム福島より引き継いだ資

産及び負債の主な内訳は次のとおりであります。 
────── 

流動資産 4,146百万円 

固定資産  945  

 資産合計  5,092  
流動負債  4,010百万円 

固定負債  527  

 負債合計  4,538  

  
         

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

減損損失累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

建物及び構築

物 
 706  560  11 134

有形固定資産 

(その他) 
 85  62  9 13

無形固定資産  9  4  － 4

合計  801  627  20 153

  
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

減損損失累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

建物及び構築

物 
518     468  14 34

有形固定資産 

(その他) 
73  64  4 4

無形固定資産 9  7 － 2

合計 601  540  19 41

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 161百万円 

１年超 106  

合計 268  

リース資産減損勘定の残高 20  

１年内 73百万円 

１年超 25  

合計 99  

リース資産減損勘定の残高 19  

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

(1）支払リース料 212百万円 

(2）リース資産減損勘定の取崩額 －  

(3）減価償却費相当額 193  

(4）支払利息相当額 16  

(5）減損損失 20  

(1）支払リース料 191百万円 

(2）リース資産減損勘定の取崩額 16  

(3）減価償却費相当額 115  

(4）支払利息相当額 9  

(5）減損損失 15  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として定率法によ

り計算した額に、10／９を乗じて算出しております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法については利息法によっておりま

す。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を

調達しております。  

 完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、リスク管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っておりま

す。  

 短期借入金と長期借入金の使途は運転資金であります。なお、デリバティブはデリバティブ取引細則に従

い、実需の範囲で行うこととしておりますが、現在はデリバティブ取引は行っておりません。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。  

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

     現金及び預金、受取手形・完成工事未収入金等 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

 投資有価証券 

 これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。  

 工事未払金、短期借入金、１年以内返済予定の長期借入金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価価額によ

っております。 

 長期借入金 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（金融商品関係）

    

  
連結貸借対照表計上額 

(百万円)     
 時価 (百万円)   差額 (百万円) 

(1)現金及び預金  2,685 2,685 －

(2)受取手形・完成工事未収入金等  153 153 －

(3)投資有価証券  309 309 －

 資産計 3,148 3,148 －

(1)工事未払金 2,428 2,428 －

(2)短期借入金 8,029 8,029 －

(3)１年以内返済予定の長期借入金 404 404 －

(4)長期借入金 818 822 3

 負債計 11,680 11,684 3

 区分  連結貸借対照表計上額 (百万円) 

 非上場株式  354
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  (注)満期のある有価証券は該当ありません。 

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

 連結附属明細表 「借入金等明細表」 をご参照下さい。 

  

 (追加情報) 

  当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」 (企業会計基準第10号 平成20年３月10日) 及 

 び 「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」 (企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日)

 を適用しております。    

  

１年以内 

    (百万円) 

  

1年超  

５年以内 

(百万円) 

５年超 

10年以内 

(百万円) 

10年超  

(百万円) 

現金及び預金  2,676 －  － －

受取手形・完成工事未収入金等  153 －  － －

 合計  2,830 －  － －
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

 （注）１ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当連結会計年度において、投資有価証券について

は、168百万円（その他有価証券で時価のある株式158百万円、その他有価証券で時価のない株式10百万円)減

損処理をしております。 

    ２ その他有価証券で時価のある株式に関し下落率が30％～50％の銘柄については、期末日の時価が２年連続して

取得原価に比べて30％以上下落している銘柄についてその回復可能性を検討し、減損処理の適否を判定するこ

ととしております。 

（有価証券関係）

区分 
取得原価
（百万円） 

連結決算日における連結
貸借対照表計上額 

（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
               

① 株式  ―  ―  ―

② 債券  ―  ―  ―

③ その他  ―  ―  ―

小計  ―  ―  ―

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
               

① 株式  542  317  △224

② 債券  ―  ―  ―

③ その他  ―  ―  ―

小計  542  317  △224

合計  542  317  △224

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

 25  24  0

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式  361

非上場債券  8

合計  369
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ その他有価証券 

 （注）１ 非上場株式（連結貸借対照表計上額 354百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

    ２ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当連結会計年度において、投資有価証券について

は、38百万円（その他有価証券で時価のある株式32百万円、その他有価証券で時価のない株式5百万円)減損処

理をしております。 

    ３ その他有価証券で時価のある株式に関し下落率が30％～50％の銘柄については、期末日の時価が２年連続して

取得原価に比べて30％以上下落している銘柄についてその回復可能性を検討し、減損処理の適否を判定するこ

ととしております。 

区分 
連結決算日における連結
貸借対照表計上額 

（百万円） 

取得価額
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
               

① 株式  32  28  4

② 債券  ―  ―  ―

③ その他  ―  ―  ―

小計  32  28  4

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
               

① 株式  276  324  △47

② 債券  ―  ―  ―

③ その他  ―  ―  ―

小計  276  324  △47

合計  309  352  △43
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日） 

 当社グループは、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引を利用していない

ため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

① 採用している退職給付制度の概要 

 当社及びミサワホームイング東北㈱は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けております。な

お、平成19年10月１日付で合併したミサワホーム北日本㈱より引き継いだ退職給付制度については、簡便法を

採用しており、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における簡便法（責任準備金を退職給付債

務とみなす方法）による退職給付債務及び年金資産の額に基づき計上しております。また、平成20年10月１日

付で合併した㈱ミサワホーム福島より引き継いだ退職給付制度については、簡便法を採用しており、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年度末における簡便法（自己都合要支給額を退職給付債務とみなす方法）

による退職給付債務及び年金資産の額に基づき計上しております。 

② 退職給付債務に関する事項（平成21年３月31日） 

(注) 「イ 退職給付債務」及び「ロ 年金資産」には簡便法による金額が含まれております。 

  

③ 退職給付費用に関する事項（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

(注) 簡便法による退職給付費用は、「イ 勤務費用」に含まれております。 

  

④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

イ 退職給付債務 △2,276百万円

ロ 年金資産（時価） 1,691  

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △584  

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 11  

ホ 未認識数理計算上の差異 401  

ヘ 前払年金費用 △181  

ト 退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △352  

イ 勤務費用 196百万円

ロ 利息費用 39  

ハ 期待運用収益 △35  

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 △1  

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 67  

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 266  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 2.0％ 

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。） 

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

① 採用している退職給付制度の概要 

 当社及びミサワホームイング東北㈱は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けております。な

お、平成19年10月１日付で合併したミサワホーム北日本㈱より引き継いだ退職給付制度については、簡便法を

採用しており、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における簡便法（責任準備金を退職給付債

務とみなす方法）による退職給付債務及び年金資産の額に基づき計上しております。また、平成20年10月１日

付で合併した㈱ミサワホーム福島より引き継いだ退職給付制度については、簡便法を採用しており、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年度末における簡便法（自己都合要支給額を退職給付債務とみなす方法）

による退職給付債務及び年金資産の額に基づき計上しております。 

② 退職給付債務に関する事項（平成22年３月31日） 

(注) 「イ 退職給付債務」及び「ロ 年金資産」には簡便法による金額が含まれております。 

  

③ 退職給付費用に関する事項（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

(注) 簡便法による退職給付費用は、「イ 勤務費用」に含まれております。 

  

④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

イ 退職給付債務 △2,102百万円

ロ 年金資産（時価） 1,666  

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △435  

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 9  

ホ 未認識数理計算上の差異 323  

ヘ 前払年金費用 △264  

ト 退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △366  

イ 勤務費用 98百万円

ロ 利息費用 32  

ハ 期待運用収益 －  

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 △1  

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 81  

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 210  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 0％ 

ニ 数理計算上の差異の処理年数 年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。） 

10

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 年 15

（ストック・オプション等関係）
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

賞与引当金の繰入限度超過額 74百万円 

減価償却費の償却限度超過額 122  

役員退職慰労引当金加算 33  
退職給付引当金加算 142  
固定資産評価損加算 168  
事業再編損加算 42  
減損損失加算 265  
たな卸資産評価損加算 523  

完成工事補償引当金加算 37  
繰越欠損金 6,763  

投資有価証券評価損加算 148  
その他有価証券評価差額金 26  
未実現損益の消去額 42  
貸倒引当金の繰入限度超過額 69  
その他 57  
評価性引当額 △8,410  

繰延税金資産合計 108  

賞与引当金の繰入限度超過額 87百万円 

減価償却費の償却限度超過額 140  

役員退職慰労引当金加算 28  
退職給付引当金加算 148  
固定資産評価損加算 139  
事業再編損加算 8  
減損損失加算 351  
たな卸資産評価損加算 677  

完成工事補償引当金加算 26  
繰越欠損金 6,814  

投資有価証券評価損加算 140  
その他有価証券評価差額金 17  
未実現損益の消去額 3  
貸倒引当金の繰入限度超過額 65      
その他 81  
評価性引当額 △8,584  

繰延税金資産合計 137  

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

前払年金費用 73  

繰延税金負債合計 73  

繰延税金資産の純額 35  

前払年金費用 106  

繰延税金負債合計 106  

繰延税金資産の純額 30  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

  当連結会計年度においては、税金等調整前当期純損失であるた

め、記載しておりません。 

同左 
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 当社と㈱ミサワホーム福島は、平成20年５月23日付で「合併契約書」を締結し、平成20年10月１日付で合併い

たしました。 

  

    １．結合当事企業名称、事業内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称、取引の概要 

  （１）結合当事企業名称      

     ㈱ミサワホーム福島 

  （２）事業内容      

    福島県内における工業化住宅の販売・施工 

  （３）企業結合の法的形式      

     吸収合併 

  （４）結合後企業の名称     

     東北ミサワホーム㈱ 

  （５）取引の概要    

     ミサワホームグループの中期経営計画に基づき、収益基盤強化及び経営資源の再配分を目指すための合併

    ２．実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 最終改正平成19年11月15日公表分)に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。   

                                

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（企業結合関係）
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．賃貸不動産の状況に関する事項 

 当社及び連結子会社では、宮城県仙台市その他の地域において、賃貸用のオフィスビルの一部(土地を含

む)等を有しております。平成22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は△23百万円(賃貸収

益は営業外収益に36百万円、売上高に２百万円、賃貸費用は販売費及び一般管理費に56百万円、営業外費用

に５百万円を計上)であります。 

   

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項 

注１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。  

 ２．当連結会計年度で主な増減はありませんでした。 

 ３．当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定評価によるものまたは公示価格等に基づいて自社で算定した

  金額であります。 

  

(追加情報) 

  当連結会計年度より、 「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」 (企業会計基準第20号 平成 

 20年11月28日) 及び 「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」 (企業会計基準適用指 

 針第23号 平成20年11月28日) を適用しております。   

(賃貸等不動産関係）

連結貸借対照表計上額   当連結会計年度末の時価 

1,170百万円 1,036百万円 
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

販売方法及び商品の存在形態の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分別の主要な商品等は次のとおりであります。 

３ 当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は65百万円

であり、その主なものは、役員報酬（一部）等であります。 

４ 当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は687百万円であり、そ

の主なものは、長期投資資金（投資有価証券）であります。 

５ 会計処理の変更 

 （ミサワホームグループ（以下MGという）における会計処理方法の見直し) 

「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、MGの内部統制強化の一環として、MG内における

会計処理方法が見直され、更なる統一が図られました。これに伴い当社も以下のとおり会計処理を変更して

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
戸建事業
(百万円) 

リフォー
ム事業 
(百万円)

不動産派
生事業 
(百万円)

保険代理
店事業 
(百万円)

その他
事業 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又
は全社 
(百万円) 

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益                                         

売上高                                         

(1）外部顧客に対する売

上高 
 29,656  4,721  607  98  26  35,110  ―  35,110

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 ―  ―  ―  ―  117  117 (117)  ―

計  29,656  4,721  607  98  143  35,227 (117)  35,110

営業費用  30,554  4,322  572  16  138  35,604 (51)  35,552

営業利益又は営業損失

(△) 
 △898  398  34  82  5  △376 (65)  △442

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
                                        

資産  22,346  1,607  331  ―  387  24,671  687  25,359

減価償却費  193  20  1  ―  31  245  ―  245

減損損失  686  ―  ―  ―  ―  686  ―  686

資本的支出  171  7  ―  ―  1  180  ―  180

事業区分 主要商品及び事業内容 

戸建事業 

木質及びセラミック住宅の建築請負 

土地付分譲住宅の販売及び施工 

分譲宅地の販売 

リフォーム事業 増築・リフォーム工事等 

不動産派生事業 

建築確認申請業務 

不動産の仲介 

中古不動産売買 

賃貸住宅の管理 

保険代理店事業 保険代理店業務 

その他事業 

特殊建築物の建築請負 

固定資産のリース 

金融事業 

住宅設備・家具等の販売 
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  おります。従来、営業外収益として計上しておりました保険代理店手数料収入及び事務代行手数料収入は、

売上高として計上することとしました。また従来、販売費及び一般管理費として計上しておりました建築確

認申請代行費用は、売上原価として計上することとしました。これらの変更に伴い、従来の方法によった場

合に比べて、当連結会計年度の営業利益が保険代理店事業で97百万円、不動産派生事業で56百万円、それぞ

れ増加しております。 

 （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第9号 平成18年７月５日）を適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業損失が、戸建事業で187百万円増加しておりま

す。 

６ 事業区分の変更 

   これまで保険代理店業務を「その他事業」の一部としておりましたが、営業損益に占める比率が高まったこ

とから当連結会計年度より「保険代理店事業」として独立したセグメントとし、変更を行っております。 

   なお、従来のセグメント区分により計算した場合の当連結会計年度の事業の種類別セグメント情報の要約は

以下のとおりであります。 

売上高 戸建事業                  29,656百万円 

リフォーム事業               4,721 

不動産派生事業                 607 

その他事業                  242 

消去又は全社                △117 

  計                     35,110 

営業利益又は 

営業損失（△） 

戸建事業                  △898百万円 

リフォーム事業                398 

不動産派生事業                  34 

その他事業                    87 

消去又は全社                △ 65 

  計                     △442 

資産 戸建事業                  22,346百万円 

リフォーム事業               1,607 

不動産派生事業                 331 

その他事業                  387 

消去又は全社                 687 

  計                     25,359 

減価償却費 戸建事業                     193百万円 

リフォーム事業                 20 

不動産派生事業                  1 

その他事業                    31 

消去又は全社                   ― 

  計                      245  

減損損失     戸建事業                     686百万円 

リフォーム事業                 ― 

不動産派生事業                 ― 

その他事業                    ― 

消去又は全社                   ― 

  計                      686  

資本的支出 戸建事業                   171百万円 

リフォーム事業                  7 

不動産派生事業                                 ― 

その他事業                     1 

消去又は全社                   ― 

  計                      180 
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

販売方法及び商品の存在形態の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分別の主要な商品等は次のとおりであります。 

３ 当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は46百万円

であり、その主なものは、役員報酬（一部）等であります。 

４ 当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は664百万円であり、そ

の主なものは、長期投資資金（投資有価証券）であります。 

  
戸建事業
(百万円) 

リフォー
ム事業 
(百万円)

不動産派
生事業 
(百万円)

保険代理
店事業 
(百万円)

その他
事業 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又
は全社 
(百万円) 

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益                                         

売上高                                         

(1）外部顧客に対する売

上高 
 25,425  4,814  680  76  252  31,249  ―  31,249

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 ―  ―  ―  ―  84  84 (84)  ―

計  25,425  4,814  680  76  337  31,333 (84)  31,249

営業費用  26,617  4,612  649  14  328  32,222 (37)  32,185

営業利益又は営業損失

(△) 
 △1,191  202  31  61  8  △889 (46)  △935

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
   

資産  15,160  1,438  241  10  195  17,047  664  17,711

減価償却費  186  28  ―  ―  31  246  ―  246

減損損失  345  ―  ―  ―  ―  345  ―  345

資本的支出  52  39  ―  ―  0  92  ―  92

事業区分 主要商品及び事業内容 

戸建事業 

木質及びセラミック住宅の建築請負 

土地付分譲住宅の販売及び施工 

分譲宅地の販売 

リフォーム事業 増築・リフォーム工事等 

不動産派生事業 

建築確認申請業務 

不動産の仲介 

中古不動産売買 

賃貸住宅の管理 

保険代理店事業 保険代理店業務 

その他事業 

特殊建築物の建築請負 

固定資産のリース 

金融事業 

住宅設備・家具等の販売 
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 前連結会計年度及び当連結会計年度における、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社、在外支店はあり

ません。 

 前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高がないため、記載すべき事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適

用しております。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

  

１ 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 （注）１ 当社は親会社のミサワホーム㈱との間に工業化住宅「ミサワホーム」の販売施工代理店契約（契約名称：

「ミサワホーム販売施工業務ならびにミサワ部材の継続売買等に関する契約」）を締結しております。この

契約は１年ごとの自動更新としております。 

この契約に基づいて、当社はミサワホーム㈱が製造販売する住宅部材によって建築される「ミサワホーム」

の戸建住宅及びアパートメントの請負工事並びに土地付分譲住宅の販売施工を主力事業とし、住宅部材を同

社から購入しております。 

なお、上記契約において以下の事項が定められております。 

・当社が営業拠点を設置できる地域は宮城県、岩手県、山形県、秋田県、青森県、福島県一円であること 

・商標の信用保持のため、当社は原則として「東北ミサワホーム」の名称を用いて「ミサワホーム」の販売

施工（その付帯事業及び関連事業を含む）以外の事業を行わないこと 

・当社は原則として「ミサワホーム」と類似又は競合する住宅の販売施工等を行わないこと 

２ 上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

取引条件又は取引条件の決定方針 

 住宅部材等の仕入価格については、他の部材買取り先と同一条件であります。 

    ２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

     （1）親会社情報 

         ミサワホーム㈱（東京証券取引所に上場） 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【関連当事者情報】

種類 会社等の
名称 所在地

資本金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
被所有割合 
（％） 

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

親会社 
ミサワホ

ーム㈱ 

東京都 

新宿区 
 23,412

住宅部材

の製造・

販売等 

（被所有） 

直接 

52.0 

間接 

 9.8 

ミサワホー

ム販売施工

業務ならび

にミサワ部

材の継続売

買等に関す

る契約の締

結 

（注１） 

住宅部材の

仕入等 
 10,777 買掛金 2,773

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 58 －　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

  

１ 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 （注）１ 当社は親会社のミサワホーム㈱との間に工業化住宅「ミサワホーム」の販売施工代理店契約（契約名称：

「ミサワホーム販売施工業務ならびにミサワ部材の継続売買等に関する契約」）を締結しております。この

契約は１年ごとの自動更新としております。 

この契約に基づいて、当社はミサワホーム㈱が製造販売する住宅部材によって建築される「ミサワホーム」

の戸建住宅及びアパートメントの請負工事並びに土地付分譲住宅の販売施工を主力事業とし、住宅部材を同

社から購入しております。 

なお、上記契約において以下の事項が定められております。 

・当社が営業拠点を設置できる地域は宮城県、岩手県、山形県、秋田県、青森県、福島県一円であること 

・商標の信用保持のため、当社は原則として「東北ミサワホーム」の名称を用いて「ミサワホーム」の販売

施工（その付帯事業及び関連事業を含む）以外の事業を行わないこと 

・当社は原則として「ミサワホーム」と類似又は競合する住宅の販売施工等を行わないこと 

２ 上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

取引条件又は取引条件の決定方針 

 住宅部材等の仕入価格については、他の部材買取り先と同一条件であります。 

    ２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

     （1）親会社情報 

         ミサワホーム㈱（東京証券取引所に上場） 

種類 会社等の
名称 所在地

資本金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
被所有割合 
（％） 

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

親会社 
ミサワホ

ーム㈱ 

東京都 

新宿区 
 23,412

住宅部材

の製造・

販売等 

（被所有） 

直接 

52.0 

間接 

 9.8 

ミサワホー

ム販売施工

業務ならび

にミサワ部

材の継続売

買等に関す

る契約の締

結 

（注１） 

住宅部材の

仕入等 
 7,114 買掛金  1,192
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 （注） １株当たり当期純損失算定上の基礎は、次のとおりであります。 

   

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。   

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．ミサワホーム㈱による当社の株式交換による完全子会社化 

 ミサワホーム㈱(以下「ミサワホーム」という。)と当社は、平成22年５月14日開催の各社の取締役会におい

て、下記のとおり、平成22年６月21日を効力発生日とし、ミサワホーム㈱を完全親会社、当社を完全子会社とす

る株式交換(以下「本株式交換」という。)を決議し、同日付で株式交換契約(以下「本株式交換契約」という)を

締結しました。本株式交換は、平成22年６月21日に完了しております。 

  

(1) 本株式交換による完全子会社化の目的 

  当社は、昭和44年11月に宮城県の「ミサワホーム」の施工・販売を担当する会社として設立され、昭和63年

 ４月に㈱ミサワホーム盛岡、平成５年４月に㈱ミサワホーム山形と合併し、当社の株式は平成９年９月に東京

 証券取引所第二部に上場されました。その後、当社は、平成18年５月にミサワホームを割当先とする第三者割

 当増資を実施しミサワホームの連結子会社となり、平成19年10月にミサワホーム北日本㈱、平成20年10月に㈱

 ミサワホーム福島を合併し、現在では東北６県の「ミサワホーム」の施工・販売を担当する会社として、その

 事業規模を拡大してきました。 

  東北地域における当社を取り巻く事業環境は、雇用情勢は極めて厳しい状況にあるものの下げ止まりつつあ

 り、個人消費は持ち直しの動きがみられますが、新設住宅着工戸数は前年同月比マイナスが続いており、引き

 続き住宅需要は低迷している状況です。 

  このような事業環境下、当社の業績は、平成20年３月期以降３期連続の営業損失、平成19年３月期以降４期

 連続の当期純損失と厳しい状況が続いており、平成22年３月期第２四半期において、当社は「継続企業の前提

 に重要な疑義を生じさせる状況」に陥っています。 

  ミサワホームは、当社をミサワホームグループにとって必要不可欠な会社と位置付けており、これまでにも

 当社への出資や取締役の派遣など、財務面・人事面を中心とした様々な支援を続けてまいりました。しかし、

 ミサワホームは、上記当社を取り巻く事業環境下においては、当社の業績悪化に歯止めがかからず、当社単独

 の経営合理化努力により業績の大幅な改善を図ることは極めて困難であり、当社の業績回復のためには、抜本

 的な対策が不可避と考えております。 

  こうした状況の中、ミサワホームと当社とは、平成21年12月頃から、当社の業績回復及び両社の企業価値の

 向上を目的とした諸施策について協議・検討を重ねてきました。その結果、ミサワホームと当社とは、当社の

 業績回復並びに当社の中長期的な企業価値の向上及びミサワホームグループ全体の企業価値の最大化のために

 は、これまで以上にミサワホームと当社が強固な協力体制を構築するとともに、当社において、短期的な利益

 追求にとらわれない柔軟な経営戦略の策定及び遂行、並びにこれらを機動的かつ柔軟に実現するための意思決

 定を可能とすることが必要であり、ミサワホームが本公開買付け及び本株式交換を通じて当社を完全子会社化

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 143円55銭

１株当たり当期純損失 99円28銭

１株当たり純資産額 円 銭75 91

１株当たり当期純損失 円 銭68 56

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当た

り当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当た

り当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当期純損失（百万円）  2,339  1,714

普通株主に帰属しない金額（百万円）   ―  ―

普通株式に係る当期純損失（百万円）  2,339  1,714

普通株式の期中平均株式数（株）  23,567,157  25,010,765

（重要な後発事象）
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 することが、これを実現する最善の方策であるとの結論に至りました。 

  ミサワホームは、本株式交換実施後も当社へ引き続き役員を派遣し、経営支援を継続する予定です。また、

 ミサワホームは、これまでの当社への経営支援の経験を活かし、経営改善の着実な実行に必要な実務レベルで

 の人材の派遣、資材調達等の事業協力も含めた様々な経営支援を行ってまいります。なお、ミサワホームは、

 当社の財務基盤強化を図るため、完全子会社後の当社の資本増強を決定しております。 

  

(2) 本株式交換の要旨 

 ① 本株式交換の日程 

  本株式交換契約締結の取締役会決議日 (両社) 

             平成22年５月14日 (金) 

  本株式交換契約締結日 (両社)  

             平成22年５月14日 (金) 

  整理銘柄指定日 (当社)  

             平成22年５月14日 (金) 

  最終売買日 (当社)  

             平成22年６月14日 (月) 

  上場廃止日 (当社) 

             平成22年６月15日 (火) 

  株式交換の効力発生日 

             平成22年６月21日 (月) 

   (注) 本株式交換は、当社については、会社法第784条第１項の規定に基づく略式株式交換により、株主総

    会の承認を経ずに行われます。 

 ②  本株式交換の方法 

  ミサワホームを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換です。本株式交換契約に基

  づき、ミサワホームは、平成22年６月21日を本株式交換の効力発生日として、本株式交換によりミサワホー

  ムが当社の発行済株式(ミサワホームが保有する当社の株式を除きます。)の全部を取得する時点の直前にお

  ける当社の株主(ミサワホームを除きます)に対し、当社の普通株式に代わり、その所有する当社の普通株式

  の数の合計に204を乗じて得た数と同額の金銭を交付します。 

 ③ 本株式交換に係る割当ての内容 

  当社の普通株式１株につき 204 円の割合で金銭を交付します。但し、ミサワホームが保有する当社の株式 

  については、本株式交換による株式の割当ては行いません。 

 ④ 本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

  当社は新株予約権及び新株予約権付社債のいずれも発行しておりません。 

  

(3) 本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠等 

 ① 算定の基礎 

  ミサワホーム及び当社はそれぞれ別個に、両社から独立した第三者算定機関に株式価値の算定を依頼し、両

  社の株式について、市場株価分析及びディスカウンテッド・キャッシュ・フロー分析の各手法を用いて当社

  の株式価値評価分析を行いました。 

 ② 算定の経緯 

  ミサワホーム及び当社は、それぞれ第三者算定機関から提出を受けた当社の株式価値の算定結果を参考に慎

  重に検討し、また、本公開買付けの諸条件及び結果等を勘案した上で、当社の株式の評価については、公開

  買付けの開始に関するお知らせに記載のとおり、本公開買付けにおける公開買付価格と同一の価格を基準と

  して両社間で交渉・協議を重ねてまいりました。その結果、ミサワホーム及び当社は、平成22年５月14日に

  開催された両社の取締役会において、本株式交換に基づいて交付される交換対価の内容(金銭)及びその額に

  ついて決定し、同日、両社間で本株式交換契約を締結いたしました。 

 ③ 算定機関との関係 

  ミサワホームの第三者算定機関である三菱UFJモルガン・スタンレー証券㈱並びに当社の第三者算定機関で

  あるグローウィン・パートナーズ㈱はいずれも、ミサワホーム及び当社の関連当事者には該当せず、本株式

  交換に関して重要な利害関係を有しません。  

 ④ 上場廃止とその事由 

  当社の普通株式は、本株式交換により、その効力発生日(平成22年６月21日)をもって、当社はミサワホーム

  の完全子会社となり、当社の株式は東京証券取引所の上場廃止基準に従い、平成22年６月15日付で上場廃止

  (最終売買日は平成22年６月14日)となりました。 
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２．第三者割当による新株式発行 

当社は平成22年６月29日開催の取締役会において、第三者割当による新株式発行について決議し、平成22年７月

15日に払込が完了する予定であります。 

①発行新株式数         普通株式7,352,942株 

②発行価額           １株につき204円 

③発行価額の総額        1,500,000,168円 

④資本組入額          750,000,084円（1株につき102円） 

⑤募集または割当方法      第三者割当の方法による 

⑥申込日            平成22年７月15日（木） 

⑦払込完了日および効力発生日  平成22年７月15日（木） 

⑧割当先および割当株式数    ミサワホーム株式会社7,352,942株 

⑨増資調達資金の使途      運転資金 

⑩増資前発行済株式総数     25,015,532株 

⑪増資による増加株式数      7,352,942株 

⑫増資後発行済株式総数     32,368,474株 
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 （注）１ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は次のとおり

であります。 

 当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等 

  

⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金  11,730  8,029 2.6 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金  812  404 2.6 ― 

１年以内に返済予定のリース債務  ―  ―  ― ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  342  818 2.8 平成26年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  ―  ―  ― ― 

その他有利子負債  ―  ―  ― ― 

合計  12,885  9,252 ― ― 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円）  

４年超５年以内
（百万円）  

長期借入金 238 238 210 132 

（２）【その他】

    

第１四半期 

 (自 平成21年４月１日 

  至 平成21年６月30日)

第２四半期 

 (自 平成21年7月１日  

  至 平成21年９月30日)

第３四半期 

 (自 平成21年10月１日  

  至 平成21年12月31日) 

第４四半期 

 (自 平成22年１月１日 

  至 平成22年３月31日)

 売上高 (百万円) 5,144 11,331 5,959 8,815

 税金等調整前 

 四半期純利益 

 又は四半期 

 純損失(△)  

(百万円) △752 410 △553 △711

 四半期純利益 

 又は四半期 

 純損失(△)  

(百万円) △748 361 △587 △740

 １株当たり 

 四半期純利益 

 又は四半期 

 純損失(△)  

 (円) △29.94 14.47 △23.48 △29.62
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,978 1,705

完成工事未収入金 173 19

不動産事業未収入金 76 1

売掛金 0 3

分譲土地建物 ※2  7,028 3,090

分譲土地 ※2  3,351 ※2  3,330

未成工事支出金 558 460

不動産事業支出金 859 74

未収入金 96 143

前払費用 76 59

立替金 81 88

差入保証金 84 70

その他 18 14

貸倒引当金 △23 △6

流動資産合計 15,360 9,058

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※2  4,090 ※2  4,034

減価償却累計額 △2,217 △2,334

建物（純額） ※2  1,873 ※2  1,700

構築物 282 285

減価償却累計額 △204 △213

構築物（純額） 78 72

車両運搬具 3 11

減価償却累計額 △3 △5

車両運搬具（純額） 0 5

工具、器具及び備品 269 277

減価償却累計額 △236 △245

工具、器具及び備品（純額） 33 32

土地 ※2  2,805 ※2  2,490

建設仮勘定 － 18

有形固定資産計 4,790 4,320

無形固定資産   

ソフトウエア 6 4

電話加入権 26 17

無形固定資産計 33 22

投資その他の資産   

投資有価証券 652 637
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

関係会社株式 453 443

出資金 1 1

長期貸付金 137 138

従業員に対する長期貸付金 16 99

関係会社長期貸付金 1,990 1,700

長期前払費用 202 273

差入保証金 － 195

会員権 13 11

その他 260 53

貸倒引当金 △347 △701

投資その他の資産計 3,381 2,852

固定資産合計 8,205 7,195

資産合計 23,565 16,254

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※1  2,854 ※1  1,286

工事未払金 980 733

不動産事業未払金 280 52

短期借入金 ※2  11,280 ※2  7,929

1年内返済予定の長期借入金 ※2  812 ※2  404

未払金 325 300

未払法人税等 55 43

未払消費税等 58 131

未払費用 141 82

未成工事受入金 1,222 1,255

不動産事業受入金 9 14

預り金 599 437

前受収益 4 5

賞与引当金 145 154

完成工事補償引当金 87 61

その他 71 20

流動負債合計 18,929 12,913

固定負債   

長期借入金 ※2  342 ※2  818

繰延税金負債 73 106

退職給付引当金 272 286

役員退職慰労引当金 73 59

受入保証金 ※2  320 ※2  304

長期未払金 53 38

固定負債合計 1,135 1,614
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債合計 20,064 14,527

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,178 4,178

資本剰余金   

資本準備金 1,414 1,414

その他資本剰余金 1,300 1,300

資本剰余金合計 2,715 2,715

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △3,325 △5,122

利益剰余金合計 △3,325 △5,122

自己株式 △1 △1

株主資本合計 3,567 1,769

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △66 △42

評価・換算差額等合計 △66 △42

純資産合計 3,500 1,726

負債純資産合計 23,565 16,254
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

完成工事高 21,000 17,864

完成工事原価 17,005 14,086

完成工事総利益 3,994 3,778

不動産事業等売上高 8,259 7,211

不動産事業等売上原価 ※1  7,666 ※1  7,479

不動産事業等総利益 593 △268

その他の事業売上高 478 486

その他の事業売上原価 207 248

その他の事業総利益 271 237

売上高合計 29,739 25,562

売上原価合計 24,879 21,814

売上総利益 4,859 3,748

販売費及び一般管理費   

役員報酬 70 66

従業員給料手当 2,123 1,851

賞与引当金繰入額 106 108

役員退職慰労引当金繰入額 9 9

退職給付費用 144 111

法定福利費 341 303

福利厚生費 31 26

修繕維持費 32 47

事務用品費 65 49

通信交通費 170 134

動力用水光熱費 81 79

広告宣伝費 920 646

貸倒引当金繰入額 17 －

貸倒損失 － 0

交際費 4 1

寄付金 0 0

地代家賃 84 88

減価償却費 161 184

租税公課 150 163

保険料 24 41

完成工事補償引当金繰入額 70 61

雑費 693 608

販売費及び一般管理費合計 5,305 4,584

営業損失（△） △446 △836

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 67 －　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 ※2  71 ※2  59

受取配当金 ※2  34 28

受取手数料 36 13

受取賃貸料 37 49

その他 32 ※2  43

営業外収益合計 212 193

営業外費用   

支払利息 388 311

貸倒引当金繰入額 136 340

その他 11 6

営業外費用合計 536 659

経常損失（△） △769 △1,301

特別利益   

固定資産売却益 ※3  10 －

投資有価証券売却益 12 －

特別利益合計 22 －

特別損失   

固定資産売却損 ※4  0 －

固定資産除却損 ※5  13 ※5  33

投資有価証券評価損 157 38

たな卸資産評価損 576 －

減損損失 ※6  686 ※6  339

事業再編損 ※7  162 －

その他 3 31

特別損失合計 1,599 442

税引前当期純損失（△） △2,345 △1,744

法人税、住民税及び事業税 28 20

法人税等調整額 3 33

法人税等合計 32 53

当期純損失（△） △2,378 △1,797
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 （注）１ 原価計算の方法 

(1）完成工事原価は、工事台帳別の個別原価計算によっており、間接経費については、建設及び設計部門で発

生した経費（建設経費）を一定の基準により算出し配賦しております。 

(2）建設経費のうち、各事業年度末における未成工事支出金へ配賦する経費については、当該科目に含めて表

示しております。 

２ 引当金繰入額は次のとおりであります。 

  

 （注）１ 原価計算の方法 

(1）分譲事業売上原価は、土地については購入区画別の個別原価計算によって、また建物については工事台帳

別の個別原価計算によっており、間接経費については、完成工事原価と同一の方法により算出し配賦して

おります。 

(2）建設経費のうち、各事業年度末における不動産事業支出金及び分譲土地建物へ配賦する経費については、

それぞれの科目に含めて表示しております。 

２ 引当金繰入額は次のとおりであります。 

  

【完成工事原価明細表】

    
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円）

構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％） 

１ 材料費   9,584 56.4  7,514 53.4

２ 外注費   6,311 37.1  5,423 38.5

３ 経費   1,109 6.5  1,147 8.1

（うち人件費）   (771) (4.5)  (911) (6.5)

完成工事原価計   17,005 100.0  14,086 100.0

  前事業年度 当事業年度 

賞与引当金繰入額 百万円 60 百万円 86

【不動産事業等売上原価明細表】

    
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円）

構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％） 

１ 土地原価   3,855 50.3  3,158 42.2

２ 材料費   2,032 26.5  2,037 27.3

３ 外注費   1,449 18.9  1,299 17.4

４ 評価損     38 0.5   726 9.7

５ 経費   289 3.8  256 3.4

（うち人件費）   (272) (3.6)  (119) (1.6)

分譲事業売上原価計   7,666 100.0  7,479 100.0

  前事業年度 当事業年度 

賞与引当金繰入額 百万円 27 百万円 10
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【その他の事業売上原価明細表】

    
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円）

  １  中古不動産購入費      110  121

  ２  たな卸資産評価損      3  39

  ３  経費      93  87

  その他の事業売上原価合計      207  248
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,178 4,178

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,178 4,178

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,414 1,414

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,414 1,414

その他資本剰余金   

前期末残高 752 1,300

当期変動額   

合併による増加 548 －

当期変動額合計 548 －

当期末残高 1,300 1,300

資本剰余金合計   

前期末残高 2,167 2,715

当期変動額   

合併による増加 548 －

当期変動額合計 548 －

当期末残高 2,715 2,715

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △946 △3,325

当期変動額   

当期純損失（△） △2,378 △1,797

当期変動額合計 △2,378 △1,797

当期末残高 △3,325 △5,122

利益剰余金合計   

前期末残高 △946 △3,325

当期変動額   

当期純損失（△） △2,378 △1,797

当期変動額合計 △2,378 △1,797

当期末残高 △3,325 △5,122
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △1 △1

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △1 △1

株主資本合計   

前期末残高 5,397 3,567

当期変動額   

当期純損失（△） △2,378 △1,797

自己株式の取得 △0 △0

合併による増加 548 －

当期変動額合計 △1,830 △1,797

当期末残高 3,567 1,769

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △83 △66

当期変動額   

合併による増加 5 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11 23

当期変動額合計 16 23

当期末残高 △66 △42

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △83 △66

当期変動額   

合併による増加 5 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11 23

当期変動額合計 16 23

当期末残高 △66 △42

純資産合計   

前期末残高 5,314 3,500

当期変動額   

当期純損失（△） △2,378 △1,797

自己株式の取得 △0 △0

合併による増加 553 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11 23

当期変動額合計 △1,813 △1,774

当期末残高 3,500 1,726
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【重要な会計方針】

項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方

法 

(1）子会社株式 

…移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しておりま

す） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 (会計方針の変更) 
 当事業年度から平成20年３月10日改正の「金

融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 企業会計基準第10号）及び「金融商品の時

価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準

委員会 企業会計基準適用指針第19号）を適用

しております。 

 これによる当事業年度の財務諸表に与える影

響はありません 

２ たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

分譲土地建物、分譲土地、未成工事支出金及び不

動産事業支出金 

…個別法による原価法(貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法) 

分譲土地建物、分譲土地、未成工事支出金及び不

動産事業支出金 

同左 

   (会計方針の変更) 
 当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日公表分）を適用しております。 

 これにより、当事業年度の売上総利益は、42

百万円減少しており、営業損失及び経常損失

が、それぞれ42百万円増加になり、税引前当期

純損失は、619百万円増加しております。  

────── 

  

３ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

…定率法 

 なお、主な資産の耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物       ７～50年  

(1) 有形固定資産 

…定率法 

 なお、主な資産の耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物       ７～50年  

  (2) ソフトウエア 

…社内における利用可能期間(５年）に基づく定

額法  

(2) ソフトウエア 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 株式交付費 

…支出時に全額費用として処理しております。 
────── 

５ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額

を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるた

め、過年度の実績を基礎に将来の補償見込みを

加味して算出した額を計上しております。 

(3）完成工事補償引当金 

同左 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。なお、会計基準変更時差

異（△50百万円）は、15年による均等額を費用

処理しております。数理計算上の差異は、その

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により、そ

れぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

 また、適格退職年金制度における年金資産の

額が退職給付債務等の額を超えているため、当

該超過額を投資その他の資産の「長期前払費

用」に計上しております。 

 上記のほか、平成19年10月１日付で合併した

ミサワホーム北日本㈱より引き継いだ退職給付

制度については、簡便法を採用しており、従業

員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける簡便法(責任準備金を退職給付債務とみなす

方法)による退職給付債務及び年金資産の額に基

づき計上しております。 

  また、平成20年10月１日付で合併した㈱ミサ

ワホーム福島より引き継いだ退職給付制度につ

いては、簡便法を採用しており、従業員の退職

給付に備えるため、当事業年度末における簡便

法(自己都合要支給額を退職給付債務とみなす方

法）による退職給付債務及び年金資産の額に基

づき計上しております。なお、会計基準変更時

差異(47百万円)については、15年による均等額

を費用処理しております。 

(4）退職給付引当金 

同左  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(会計方針の変更) 

 当事業年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第

19号 平成20年７月31日）を適用しておりま

す。 

 この結果、割引率に重要な変動が生じなかっ

たため従来と同一の割引率を使用しており、当

事業年度の財務諸表に与える影響はありませ

ん。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備えて、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

６ 収益及び費用の計上基準     完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

① 当事業年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事 

 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原

価比例法）  

② その他の工事 

  工事完成基準  

 (会計方針の変更) 
 請負工事に係る収益の計上基準については、

従来、工事完成基準を適用しておりましたが、

当事業年度より、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）

及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月

27日）を適用し、当事業年度の期首に存在する

工事契約において当事業年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原

価比例法）を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。 

 なお、当事業年度においては工事進行基準を

適用しているものがないため、これによる売上

高、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失

への影響はありません。 

７ その他財務諸表作成のための重

要な事項 

① リース取引会計基準の改正適用初年度開始

前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。  

①        同左 

  ② 消費税等の会計処理方法  

  税抜方式によっております。 

② 消費税等の会計処理方法 

         同左 
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【会計処理の変更】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（ミサワホームグループ（以下ＭＧという）における会計処理方法の

見直し) 

  当事業年度において、ＭＧの内部統制強化の一環として、ＭＧ内

における会計処理方法が見直され、更なる統一が図られました。これ

に伴い当社も以下のとおり会計処理を変更しております。 

 従来、営業外収益として計上しておりました保険代理店手数料収入

及び事務代行等手数料収入は、売上高として計上することとしまし

た。 

 また従来、販売費及び一般管理費として計上しておりました建築確

認申請代行費用は、売上原価として計上することとしました。 

 これらの変更により、当事業年度の売上総利益が116百万円増加に

なり、営業損失が144百万円減少しております。 

 (リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、当事業年度

より「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年

６月17日（企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、

平成19年３月30日改正))を適用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。  

────── 
   

【表示方法の変更】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 (貸借対照表) 

  前事業年度において区分掲記しておりました「展示用建物」(当事
業年度278百万円)はＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い貸借対照

表の比較可能性を向上するため、当事業年度より「建物」に含めて

おります。なお、前事業年度の「展示用建物」は177百万円でありま

す。 

 (貸借対照表) 

  「差入保証金」は、資産の総額の100分の１を超えたため、当事業
年度より区分掲記することとしました。なお、前事業年度は投資そ

の他の資産の「その他」に207百万円含まれております。 

 (損益計算書） 

 「受取賃貸料」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、

当事業年度より区分掲記することとしました。なお、前事業年度は 

  営業外収益の「その他」に10百万円含まれております。 

 (損益計算書） 

────── 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

※１ 関係会社に対する主な負債 ※１ 関係会社に対する主な負債 

買掛金      2,773百万円 買掛金      1,192百万円 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりで

あります。 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりで

あります。 

(1）担保に供している資産 

分譲土地建物  241百万円 

分譲土地  179  
建物   448  

土地   919  

計 1,788  

分譲土地  297百万円 

建物   692  

土地   1,440  

計 2,431  

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

短期借入金  3,360百万円 

1年内返済予定の長期借入金  38  

長期借入金  43  

定期借地権設定契約に基づく受入

保証金 
 40  

計 3,482  

短期借入金  2,719百万円 

1年内返済予定の長期借入金  198  

長期借入金  726  

定期借地権設定契約に基づく受入

保証金 
 36  

計 3,679  

３ 保証債務 

 住宅資金つなぎ融資及び住宅ローン融資利用者のために金融機関

等に対し保証を行っております。 

(1）住宅資金つなぎ融資に対する保証 

３ 保証債務 

 住宅資金つなぎ融資及び住宅ローン融資利用者のために金融機関

等に対し保証を行っております。 

(1）住宅資金つなぎ融資に対する保証 

つなぎ融資利用者（85名)  1,628百万円 つなぎ融資利用者（74名)  1,254百万円 

(2）住宅ローン融資に対する保証 (2）住宅ローン融資に対する保証 

住宅ローン利用者（192名）  4,101百万円 住宅ローン利用者（137名）  2,881百万円 

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ たな卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、売

上原価に算入されているたな卸資産評価損の金額は42百万円であ

ります。 

※１ たな卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、売

上原価に算入されているたな卸資産評価損の金額は 百万円で

あります。 
766

※２ 関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。 ※２ 関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。 

仕入高  11,515百万円 

受取利息  60  

受取配当金  23  

仕入高  7,487百万円 

受取利息  50  

その他の営業外収益  34  

※３ 固定資産売却益は、建物の売却によるものであります。  ３        ────── 
※４ 固定資産売却損は、車両運搬具の売却によるものであります。  ４        ────── 
※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 

建物  9百万円 

構築物  1  

機械及び装置  1  

工具、器具及び備品  1  

計 13  

建物  28百万円 

構築物  5  

工具、器具及び備品  0  

計 33  
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前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注） 自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注） 自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※６ 減損損失の内訳は次のとおりであります。 

   当事業年度において以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。  

（１）減損損失を認識した主な資産  

用途  種類 場所 

 事務所ほか 建物、土地、その他 
秋田県秋田市 

 青森県青森市  

※６ 減損損失の内訳は次のとおりであります。 

   当事業年度において以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。  

（１）減損損失を認識した主な資産  

用途  種類 場所 

 事務所ほか 土地、その他  宮城県仙台市 

（２）減損損失の認識に至った経緯 

 販売数量の減少による収益性の低下に伴い使用価値が低下した 

事業用資産（リース資産等含む）について、帳簿価格を回収可能 

額まで減額しております。 

（３）減損損失の金額 

（４）資産のグルーピングの方法 

 原則として、事業用資産については、資産に対応して継続的に 

収支の把握を実施している支店毎にグルーピングを行っておりま 

す。 

（５）回収可能額の算定方法 

 原則として、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・ 

フローを6.5％で割り引いて算定しております。また、正味売却 

価額が使用価値を上回る一部の資産については、不動産鑑定士に 

よる評価額をもとに算定しております。    

建物  102百万円 

土地  556  
リース資産  20  
電話加入権  7  

計 686  

（２）減損損失の認識に至った経緯 

同左 

  

  

（３）減損損失の金額 

  
（４）資産のグルーピングの方法 

同左 

  

  

（５）回収可能額の算定方法 

同左 

土地  314百万円 

リース資産  15  
電話加入権  8  

計 339  

※７ 事業再編損の内訳は次のとおりであります。  ７        ────── 
拠点等撤去費用  83百万円 

割増退職金  78  

計 162  

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注）  4  0  ―  4

合計  4  0  ―  4

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注）  4  0  ―  4

合計  4  0  ―  4
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前事業年度（平成21年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成22年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式443百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、記載しておりません。  

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

減損損失累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

建物  829  658  11 159

車両運搬具  10  7  ― 3

工具、器具及
び備品  82  59  9 13

ソフトウエア   9  4  ― 4

合計  932  730  20 181

 
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

減損損失累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

建物 518  468  14 34

工具、器具及
び備品 73  64  4 4

ソフトウエア 9  7  ― 2

合計 601  540  19 41

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 192百万円 

１年超 131  

合計 323  

リース資産減損勘定の残高 20  

１年内 73百万円 

１年超 25  

合計 99  

リース資産減損勘定の残高 19  

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

(1）支払リース料 230百万円 

(2）リース資産減損勘定の取崩額 ―  

(3）減価償却費相当額 203  

(4）支払利息相当額 17  

(5）減損損失 20  

(1）支払リース料 191百万円 

(2）リース資産減損勘定の取崩額 16  

(3）減価償却費相当額 115  

(4）支払利息相当額 9  

(5）減損損失 15  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として定率法によ

り計算した額に、10／９を乗じて算出しております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法については利息法によっておりま

す。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

    

（有価証券関係）
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前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 企業結合に関する事項の概要につきましては、連結財務諸表「注記事項（企業結合関係）」に記載をしている

ため、注記を省略しております。 

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 
賞与引当金の繰入限度超過額 58百万円 
減価償却費の償却限度超過額 91  
退職給付引当金加算 110  
役員退職慰労引当金加算 29  
固定資産評価損加算 151  
事業再編損加算 42  
減損損失加算 265  
たな卸資産評価損加算 444  
完成工事補償引当金加算 35  
繰越欠損金 6,615  
その他有価証券評価差額金 26  
貸倒引当金加算 149  
その他 74  
評価性引当額 △8,097  

繰延税金資産合計 ―  

賞与引当金の繰入限度超過額 62百万円 
減価償却費の償却限度超過額 103  
退職給付引当金加算 115  
役員退職慰労引当金加算 24  
固定資産評価損加算 121  
事業再編損加算 －  
減損損失加算 351  
たな卸資産評価損加算 470  
完成工事補償引当金加算 24  
繰越欠損金 6,687  
その他有価証券評価差額金 17  
貸倒引当金加算 285  
その他 76  
評価性引当額 △8,340  

繰延税金資産合計 ―  

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

前払年金費用 73  

繰延税金負債合計 73  

繰延税金資産の純額 △73  

前払年金費用 106  

繰延税金負債合計 106  

繰延税金資産の純額 △106  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内

訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内

訳 

  当事業年度においては、税引前当期純損失であるため、記載して

おりません。 

  同左 

（企業結合関係）
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 （注） １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 １．株式交換について 

 連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」に記載しているため、注記を省略しております。 

 ２．第三者割当による新株式発行について 

 連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」に記載しているため、注記を省略しております。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 139円97銭

１株当たり当期純損失 100円93銭

１株当たり純資産額 円03銭69

１株当たり当期純損失 円 銭71 88

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当た

り当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当た

り当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当期純損失（百万円）  2,378  1,797

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る当期純損失（百万円）  2,378  1,797

普通株式の期中平均株式数（株）  23,567,157  25,010,765

（重要な後発事象）
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【株式】 

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証券 その他有価証券 コクサイエアロマリン㈱  348,000  200

㈱仙台銀行  45,000  122

㈱七十七銀行  140,841  75

㈱きらやか銀行  519,500  42

㈱三菱東京ＵＦＪフィナンシャ

ルグループ 
 72,780  35

㈱北日本銀行  13,700  35

㈱山形銀行  80,000  32

ミサワホーム中国㈱  168,000  32

㈱フィデアホールディングス  108,925  17

ミサワホーム北海道㈱  60,000  16

その他（８銘柄）  46,001  25

計  1,602,747  637
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（注）１ 「当期減少額」欄の（）内は内書きで、減損損失の計上額であります。  

      ２ 長期前払費用には償却資産がないため、償却累計額、当期償却額は記載しておりません。 

３ 当期償却額の計上区分は次のとおりであります。 

 （注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替え及び債権の回収による戻入れであります。 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産                                

建物  4,090 9 66 4,034  2,334  161 1,700

構築物  282 6 3 285  213  10 72

車両運搬具  3 7 ― 11  5  2 5

工具、器具及び備品  269 9 1 277  245  10 32

土地  2,805 ―
314

(314)
2,490  ―  ― 2,490

建設仮勘定  ― 18 ― 18  ―  ― 18

有形固定資産計  7,452 52
386

(314)
7,118  2,798  184 4,320

無形固定資産                                

ソフトウエア  8 ― ― 8  4  1 4

電話加入権  26 ―
8

(8)
17  ―  ― 17

無形固定資産計  35 ―
8

(8)
26  4  1 22

投資その他の資産                                

長期前払費用  202 98 27 273  ―  ― 273

投資その他の資産計  202 98 27 273  ―  ― 273

繰延資産                                

―  ― ― ― ―  ―  ― ―

繰延資産計  ― ― ― ―  ―  ― ―

  販売費及び一般管理費     百万円

減価償却費 184  

   雑   費 1  

計 186  

【引当金明細表】

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金  371  366  4  25  707

賞与引当金  145  154  145  ―  154

完成工事補償引当金  87  61  87  ―  61

役員退職慰労引当金  73  9  22  ―  59
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① 資産の部 

(1）現金及び預金 

(2）完成工事未収入金 

相手先別内訳 

(3）不動産事業未収入金 

相手先別内訳 

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円） 

現金  8

預金の種類      

当座預金  1,103

普通預金  542

定期預金  50

別段預金  0

小計  1,696

合計  1,705

相手先 金額（百万円） 

個人  17

㈲クローバー  1

ミサワホームイング東北㈱  0

㈱創都計画  0

合計  19

相手先 金額（百万円） 

個人  1

合計  1
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(4）売掛金 

相手先別内訳 

 （注） 住宅用部品代 

(5）完成工事未収入金、不動産事業未収入金及び売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）１ 〈算出方法〉 

２ 当期発生高は、当期完成工事高、当期不動産事業売上高及び当期商品売上高等収入であります。 

３ 上記金額には消費税等が含まれております。 

相手先 金額（百万円） 

外注先（21社） （注）  3

合計  3

期首売掛債権 
当期 
発生高 
(Ｂ) 

当期
回収高 
(Ｃ) 

期末売掛債権

回収率 
平均
滞留 
期間 完成工事

未収入金 

不動産事
業未収入
金 

売掛金 計(Ａ) 完成工事
未収入金 

不動産事
業未収入
金 

売掛金 計(Ｄ) 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）（百万円） （％） （日）

 173  76  0  250 26,653 26,878 19 1 3  25 99.91 1.9

(イ）回収率＝ 
(Ｃ) 

×100 
(Ａ)＋(Ｂ) 

(ロ）平均滞留期間＝ 
1/2｛(Ａ)＋(Ｄ)｝ 

×365
(Ｂ) 
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(6）分譲土地建物 

 （注） 分譲土地建物は、分譲用土地付建物及び分譲用建物の完成在庫、下取不動産であります。 

地域別 金額（百万円） 土地面積（㎡） 

宮城県仙台市  645  5,242.65

黒川郡  355  3,407.71

岩沼市  91  538.20

大崎市  120  1,042.81

石巻市  26  230.93

岩手県岩手郡  166  4,779.49

盛岡市  41  351.40

北上市  23  239.55

紫波郡  20  181.79

山形県山形市  340  2,516.98

酒田市  60  811.06

東根市  52  443.41

鶴岡市  47  463.33

天童市  67  864.83

米沢市   28  376.63

秋田県秋田市  153  1,419.03

横手市  22  218.03

青森県青森市  182  1,651.41

弘前市  21  167.60

五所川原市  22  540.59

福島県福島市  200  185.20

郡山市  175  1,318.43

いわき市  113  730.34

会津若松市  72  586.08

白河市  22  226.44

二本松市  11  275.79

建設経費配賦額  2  ―

合計  3,090  28,809.71
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(7）分譲土地 

地域別 金額（百万円） 土地面積（㎡） 

宮城県仙台市  1,431  32,732.71

黒川郡  100  2,883.92

岩沼市  55  983.65

名取市  39  898.44

大崎市  18  855.76

石巻市  6  223.35

岩手県盛岡市  28  692.40

岩手郡  65  11,350.56

花巻市  12  698.76

胆沢郡  2  221.57

奥州市  1  225.50

北上市  4  240.42

山形県山形市  348  10,492.40

天童市   22  648.16

最上郡  15  2,921.06

酒田市  35  912.17

米沢市   8  422.34

秋田県秋田市  74  8,634.10

横手市   28  2,428.20

由利本荘市   18  652.31

青森県青森市  249  7,875.88

八戸市   16  465.30

福島県いわき市  167  4,486.43

郡山市   221  4,756.55

会津若松市   163  3,749.73

福島市   101  2,554.91

白河市   40  1,548.29

双葉郡   24  1,699.46

二本松市   28  2,755.04

合計  3,330  109,009.37
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(8）未成工事支出金 

(9）不動産事業支出金 

(10）関係会社長期貸付金 

  

② 負債の部 

(1）買掛金 

 （注） 住宅用部材代他 

(2）工事未払金 

 （注） 外注工事代 

区分 金額（百万円） 

材料費  318

外注費  115

経費  27

合計  460

区分 金額（百万円） 

材料費  62

外注費  10

経費  1

合計  74

相手先 金額（百万円） 

エム・アール・ディー仙台㈱    1,700

合計  1,700

相手先 金額（百万円） 

ミサワホーム㈱ （注）  1,192

その他 （注）  94

合計  1,286

相手先 金額（百万円） 

㈱櫻井建設 （注）  57

パナソニック電工リビング東北㈱ （注）  46

㈱興栄伸建 （注）  38

ミサワホームイング東北㈱ （注）  31

㈱佐藤一夫工務店 （注）  28

その他 （注）  530

合計  733
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(3）不動産事業未払金 

 （注）１ 外注工事代 

２ 分譲用土地代 

(4）短期借入金 

(5）未成工事受入金 

相手先 金額（百万円） 

宮城県 （注）２  15

㈱泉パークタウンサービス （注）１  13

宮城ネットワーク㈱ （注）１  4

㈲リケン （注）１  2

㈱興栄伸建 （注）１  1

その他 （注）１  15

合計  52

相手先 金額（百万円） 

㈱秋田銀行  1,500

㈱七十七銀行  1,400

㈱みずほコーポレート銀行  1,200

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  1,100

㈱きらやか銀行  560

㈱岩手銀行  500

㈱青森銀行   460

㈱北日本銀行  450

㈱東邦銀行  400

㈱北都銀行  300

㈱みちのく銀行   59

合計  7,929

相手先 金額（百万円） 

個人  1,254

㈱第一クリエイティブ  0

㈲ドリームタウン南光台   0

㈱カドサワ  0

合計  1,255
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(6）長期借入金  

 特に記載すべき事項はありません。 

  

相手先 金額（百万円） 

㈱七十七銀行  726

㈱東邦銀行  92

合計  818

（３）【その他】
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り・買増し   

取扱場所 

（特別口座)  

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 

（特別口座)  

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 ――――― 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他やむ

を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http:/www.tohoku.misawa.co.jp/ir/koukoku/ 

株主に対する特典 該当事項なし 
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 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

 事業年度 第40期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）平成21年６月26日東北財務局長に提出 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 

 平成21年６月26日東北財務局長に提出 

(3) 四半期報告書及び確認書 

   (第41期第１四半期) (自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 平成21年８月10日東北財務局長に提出 

   (第41期第２四半期) (自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 平成21年11月13日東北財務局長に提出

  (第41期第３四半期) (自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 平成22年２月８日東北財務局長に提出 

(4）臨時報告書 

 金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換）

の規定に基づく臨時報告書平成22年５月14日に東北財務局長に提出 

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

  平成21年６月26日 

東北ミサワホーム株式会社   

  取締役会 御中       

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 鈴 木 一 夫  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 森 田 高 弘  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 有 倉 大 輔  印 

＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる東北ミサワホーム株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表
について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表
に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北
ミサワホーム株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経
営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 
 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に、「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している旨が記載さ
れている。 
  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東北ミサワホーム株式会社の
平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制
報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明する
ことにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可
能性がある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、東北ミサワホーム株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した
上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し
て、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提
出会社）が別途保管しております。 
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 94 －　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

  平成22年６月29日 

東北ミサワホーム株式会社   

  取締役会 御中       

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 鈴 木 一 夫  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 森 田 高 弘  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 有 倉 大 輔  印 

＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる東北ミサワホーム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表
について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表
に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北
ミサワホーム株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経
営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 
 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年５月14日開催の取締役会において、株式交換を決議し、平成
22年６月21日に完了している。また、平成22年６月29日開催の取締役会において、第三者割当による新株式発行を決議し
ている。 
  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東北ミサワホーム株式会社の
平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制
報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明する
ことにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可
能性がある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、東北ミサワホーム株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した
上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し
て、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提
出会社）が別途保管しております。 
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 95 －　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



独立監査人の監査報告書 

  平成21年６月26日 

東北ミサワホーム株式会社   

  取締役会 御中       

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 鈴 木 一 夫  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 森 田 高 弘  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 有 倉 大 輔  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東北ミサワホーム株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第40期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北ミサ

ワホーム株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な会計方針に、「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している旨が記載されている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

  平成22年６月29日 

東北ミサワホーム株式会社   

  取締役会 御中       

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 鈴 木 一 夫  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 森 田 高 弘  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 有 倉 大 輔  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東北ミサワホーム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第41期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北ミサ

ワホーム株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年５月14日開催の取締役会において、株式交換を決議し、平成

22年６月21日に完了している。また、平成22年６月29日開催の取締役会において、第三者割当による新株式発行を決議し

ている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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